
後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

1．経営負担の軽減支援

経営コストの縮小と、作業の効率性向上に向けた農業用機械
等の導入支援を行うとともに、共同利用体制の強化を図りま
す。
また、国や県が実施する各種補助制度について情報提供を行
い、活用を促進します。

農林水産課

2．経営体育成と法人化の促
進

生産性向上をめざす経営体を支援するとともに、高い経営管
理能力を備えた経営組織の育成に向け、企業経営への移行を
促進します。

農業委員会
農林水産課

農地所有適格法人数（年度
末時点）

法人 2022 27 30

〇
3．農産物の高付加価値化・
消費拡大の促進

薬用作物、有機農産物をはじめとする高需要が見込まれる産
品の栽培や、農産物における特産品の開発による高付加価値
化を図るとともに、６次産業化等による魅力ある商品開発を
促進する取組を行います。また、地域農産品の消費拡大を目
的に、学校給食など食育に通じた地産地消を推進します。

農林水産課
新規有機農業取組者数（年
度末時点）

人 2022 0 5

〇 1．新規就農の促進と支援

新たな農業人材の育成に向けて、若手就農者をはじめとする
転職・退職就農者や女性などのあらゆる就農希望者に対し、
就農相談や農業体験の実施、集約農地の斡旋や生産技術の習
得支援など就農から自立に至るまで一元的なサポートを行い
ます。

農林水産課
新規就農者数（年度末時
点）

人 2022 100 110

2．認定農業者の育成
自ら目標を持ち、創意工夫のもと経営改善を進める認定農業
者に対し、地域農業を牽引するリーダーとして、関係機関と
の連携による研修会の開催等の支援を行います。

農林水産課
認定農業者数（年度末時
点）

経営体 2022 253 280

3．集落営農組織の設立促進
地域農業を守る協力組織となる集落営農組織の設立に向け
て、推進を行います。

農林水産課
集落営農組織数（年度末時
点）

組織 2022 22 25

4．現存農地の適正管理と保
護

「三豊市農業振興地域整備計画」に基づく農地利用や、農地
パトロールの実施により、優良農地の適正管理と確保に努め
るとともに、遊休農地の利活用を促進します。

農業委員会
農林水産課

担い手への農用地の利用集
積面積（年度末時点）

ha 2022 1,181 1,583

5．中山間地域への支援
耕作不便地である中山間地域の遊休地化を防止するために、
農業生産活動の継続に向けた支援を行います。

農林水産課

1.鳥獣対策の強化と被害の
未然防止策の推進

地域における鳥獣対策の強化を図るために、自主的な防護柵
の設置に対する支援を行うとともに、防護柵の適正な点検管
理、未整備箇所への設置を進めるほか、鳥獣の餌場や住処と
なる場所をなくすよう努めるなど、鳥獣被害の未然防止に向
けた対策を進めます。

農林水産課

2．有害鳥獣捕獲者の支援と
確保

三豊市有害鳥獣被害対策実施隊の人員確保を図るために狩猟
免許取得の促進、また、有害鳥獣の捕獲活動の支援として、
低コストで簡易な箱罠等の情報収集、導入促進に努めます。

農林水産課
三豊市鳥獣被害対策実施隊
員数

人 2022 166 170

高い収益性を確保した生産体制・流通
の仕組みを構築するとともに、他産地
との差別化を図りながら魅力発信に努
め、三豊市産農産品の販路拡大と農業
経営の安定化を目指します。

基準値

１-１-２
担い手の
育成と耕
作放棄地
対策

次世代の後継者となる多様な担い手を
確保・育成し、地域農業の将来にわた
る継続と新たな挑戦による発展をめざ
します。また、耕作放棄地・遊休農地
の拡大防止及び再生に向けた取り組み
によって、地域の農地を守り、将来に
継承することで、安全・安心な農作物
の安定供給と農業の活性化をめざしま
す。

１－１．
農業・林
業

１-１-３
有害鳥獣
対策の推
進

１-１-１
安定経営
と稼ぐ力
の向上

農業従事者の高齢化と担い手の確保
農業従事者の高齢化に伴い離農者数が増加し、農家数や農業従
事者数が減少している状況にあります。
本市の基幹産業である農業を維持するために、担い手の確保と
育成が非常に重要となります。あらゆるタイプの新規就農者を
担い手として育成・定着させる支援策を展開する必要がありま
す。
農作物への鳥獣被害と捕獲者の確保
鳥獣被害の防止は、農業の生産性や所得の向上のために不可欠
です。併せて、鳥獣被害の多発による離農や耕作放棄地の増加
を防ぐため、地域ぐるみで取り組む鳥獣被害対策を支援し、新
たな捕獲者の確保と育成が求められています。
農産物マーケティング戦略の確立
消費者に三豊市産の農産品を選んでもらうためには、高品質で
あることはもちろん、安全・安心であること、ほかにはない品
目であることなど、他産地との差別化が重要です。農産物の販
売面においては、関係機関との調整を図りつつ総合的なマーケ
ティング戦略を確立していく必要があります。

農業経営に大きな経済的打撃を与え、
耕作意欲減退の要因となりうる鳥獣被
害に対し、より効果的な対策による早
急な解決を進め、農業に集中して取り
組むことができる環境を整備します。

資料３
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基準値

1．土地改良施設の適正管理
及び農業・農村が有する多
面的機能の維持・発揮

農業生産基盤の安定化に向けて、農道、ため池、用排水施設
等の整備及び適正な維持管理を行います。また地域の多面的
機能の維持活動の後押しを行います。

土地改良課 整備計画の策定率 ％ 2022 100 100

2．森林機能の保全

国土の保全や水源のかん養※ 、災害防止、地球温暖化の防
止、生物多様性の保全、木材等の林産物の供給などの森林の
持つ公益的機能の健全維持に向けて、林道の適正な維持管理
と造林事業に対する支援を行います。

農林水産課 造林事業施業面積 ha 2022 83 170

3．水源の確保
農業用水の安定供給の確保及び維持管理の軽減を図るため、
香川用水施設の機能を保持します。

土地改良課 香川用水の配水率 ％ 2022 100 100

1．漁業従事者の確保・育成
漁協等関係機関との協力・連携により、新たな漁業従事者の
確保と、後継者の技術や知識の習得支援に努めます。

農林水産課
漁業従事者数（正準組合員
数）

人 2022 199 200

2．消費拡大の促進
消費の拡大に向け、食育を通じた魚食文化の普及や地元水産
物のＰＲに努めます。

農林水産課
魚食普及活動の実施回数
(年)

回 2022 0 1

1．水産資源の確保
漁協や県との連携により、水産物の安定供給を目的とした稚
魚の放流を行います。

農林水産課

2．漁港施設等の維持管理
施設の長寿命化や安全性の確保に向けて、漁港施設や漁港海
岸等の定期点検を行い、計画的な維持管理に努めます。

建設港湾課
機能保全計画及び長寿命化
計画に基づく、計画的な点
検実施

－ － － －

漁業従事者の減少と高齢化の進行
漁業従事者の高齢化、水産資源の減少や漁業環境の悪化等によ
り、漁業従事者は減少傾向にあります。このため、漁業環境の
保全と三豊海域の水産業の健全な発展に取り組むとともに新た
な収入源を確保する必要があります。
漁港施設の老朽化
漁港施設は、整備後40年以上経過したものが多く、損傷や機能
低下が進行しており、異常潮位等が原因で、施設被害が発生し
ている状況です。今後も計画的な維持管理を継続していく必要
があります。

１－２．
水産業

１-２-１
漁業者育
成と経営
支援

次世代における水産業の担い手の育成
と漁業経営の安定化を図り、漁業文化
の向上と、漁業の持つ多面的機能の維
持を目指します。

１-２-２
水産資源
の確保と
基盤整備

水産資源の確保と漁港施設・漁港海岸
等の点検・管理を通じて、安定的に水
産物を供給できる水産業経営をめざし
ます。

１-１-４
生産基盤
の整備

農業及び林業を営む上で、基盤となる
施設の整備及び維持管理を適正に行う
ことで、持続的な産業として維持しま
す。
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政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値
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基準値

観光入込客数（延べ） 千人
2022

（歴年）
1,631 2,000

宿泊者数（延べ） 千人
2022

（歴年）
40 50

外国人宿泊者数（延べ） 人
2022

（歴年）
164 3,000

2．インバウンド対策の推進
外国人観光客の満足度向上のため、多言語標記など受入環境
の整備に努めます。

産業政策課 外国人宿泊者数（延べ） 人
2022

（歴年）
164 3,000

3．連携体制の構築・強化
業種や地域の垣根を越えて多角的かつ広域的に連携するた
め、観光にかかわる企業や人が意見を交わす場を作ります。

産業政策課 観光入込客数（延べ） 千人
2022

（歴年）
1,631 2,000

4．着地型観光の推進
三豊ならではの地域特性や資源を掛け合わせた滞在プログラ
ムなど、他地域では、体験することができない独自性の高い
観光商品開発を促進します。

産業政策課 宿泊者数（延べ） 千人
2022

（歴年）
40 50

1．デジタル技術を活用した
情報発信

マスメディア※ や各種イベント等との連携や、ＳＮＳ※ ・
動画共有サービス※ など各ターゲットに求心力の高いツー
ルを取り入れたＰＲ活動を行い、その効果を測りながら、広
域的な誘客へ向けた情報発信を進めます。

産業政策課 WEB PV数（観光交流局） 万回 2022 530 530

2．インバウンド向けプロ
モーションの実施

海外からの誘客促進に向けて、観光交流局と連携し多言語対
応による情報発信を実施します。

産業政策課 外国人宿泊者数（延べ） 人
2022

（歴年）
164 3,000

1. 観光施設の多様化・充実
化による観光地化の推進

観光を中心とした地域産業の拡大及び創業・新規参入に向け
た民間企業の活動支援により、観光施設を多様化、充実させ
ることで、観光地化を目指します。

〇 産業政策課

１－３．
観光

連携体制の構築
観光入込客が急増している今、本市では既にさまざまな事業者
や団体が、魅力的な観光地域づくりに向け、主体的に連携し独
自の活動を盛んに行っています。引き続き、市内事業者や団

体、市民が魅力的な観光地域づくりを継続的に行っていけるよ
う、地域の課題解決に向けて官民連携で取り組みを実施するこ
とが必要です。
稼ぐ力の醸成
継続して稼ぐ力を醸成するため、域内での連携に加え、域外と
の連携体制を構築し、市場の需要に応じてより付加価値の高い
商品の発信と、域外からの投資の呼び込みを推進していく必要
があります。
戦略的な情報発信の推進
観光客の更なる誘致促進のためには、海外を含め、地域外に向
けた情報発信が重要となります。三豊市の知名度やイメージの
向上につながる、効果的な情報発信を行う必要があります。

１-３-１
魅力的な
観光地域
づくり

観光資源を豊富に有する本市の魅力を
生かし、官民連携による環境整備や観
光地化を進めることで、国内外から本
市を訪れる人が高い満足を感じ、何度
も足を運んでもらうことができるまち
をめざします。
さらに、市内に点在する資源をつなぎ
合わせ、磨き直した「三豊ならでは」
の観光商品を地域から発信し、継続的
に稼ぐ仕組みをつくります。

１-３-２
戦略的な
情報発信
の推進

デジタル技術を活用し、海外を含む地
域外に向けて、三豊市の知名度やイ
メージの向上、誘客促進及び消費拡大
につながる効果的なプロモーションを
展開し、更なる観光客の誘致を目指し
ます。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値
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基準値

1．商工会運営の支援
経営指導員、経営支援員を中心とした小規模事業者に対する
経営改善普及事業の推進、農商工マッチング支援、販路開拓
支援等を行う商工会活動を支援します。

産業政策課
商工会の巡回・窓口相談
（記帳）指導件数

件 2022 9,168 10,000

〇
2. デジタル地域マネー・ポ
イントによる地域内経済の
循環

消費者と地域事業者がともに参画するデジタル地域マネー・
ポイント事業を実施することで、地域の稼ぐ力を高め、経済
循環の活性化を図り、また地域全体のデジタルリテラシー向
上にも寄与することで、持続可能な地域コミュニティの形成
を目指します。

産業政策課 MItoPayマネー利用者数 人 2022 7,552 15,000

産業政策課
先端設備等導入計画認定に
おける設備投資額

百万円 2022 1,988 2,500

産業政策課
中小企業等経営改善資金利
子補給金の交付件数

件 2022 144 250

産業政策課
産業振興事業補助金の交付
件数

件 2022 21 25

1．創業支援
みとよ創業塾の開催及び三豊市創業支援事業補助金により創
業者の育成・支援を行うとともに、市及び商工会に創業相談
窓口を設置します。

産業政策課
みとよ創業塾受講者の創業
件数

件 2022 13 20

2．円滑な事業承継への支援

地域産における優れた技術やノウハウを次世代に引き継ぐた
め、現状を把握し、関係支援機関との連携のもと、経営者へ
の意識啓発を行い、後継者のマッチング、マッチング後の
フォローアップ、専門家による支援等を行います。

産業政策課
商工会における事業承継診
断件数

件 2022 6 6

〇
3．デジタル人材の育成とデ
ジタル技術の活用支援

テクノロジーの活用によるスマートな社会の実現を目的に包
括連携協定を締結した企業、MAiZMと連携し、デジタル人材
を育成し、地域のデジタル実装と課題解決をめざします。

地域戦略課
デジタル実装による地域課
題解決数

件 2022 0 10

産業政策課
敷地面積1ha以上を有する立
地企業数

社 2022 36 40

産業政策課
企業立地奨励金累計交付事
業者数

者 2022 19 30

〇 2．工業用水道の整備

市内における雇用及び税収維持を図るため、工業用水道の整
備を進めるにあたり、官民連携方式（PPP/PFI）の可能性検
証事業を実施し経済効果の期待できる方法を検討すること
で、製造業を中心とした工場の安定的かつ継続的な操業を確
保します。

産業政策課 工業用水道供給事業者数 者 2022 3 3

卸売・小売業における事業所数及び従業者数の減少
商業・サービス業の事業所数、従業者数は減少傾向にある一
方、年間商品販売額は増加傾向にあります。
しかし、本市以外に買い物客が流出していることから、流出に
歯止めをかけなければ、今後、小売業を中心に事業所数がさら
に減少し、雇用の安定を脅かす状況となることが懸念されま
す。
就職時における若者の地元志向の低下
高校生・高専生を対象にしたアンケート調査において、地元企
業の認知度が低い水準にあることが明らかになりました。若者
の市外流出に歯止めをかけ、地元志向を高めるため、地元企業
を知る機会を増やすことが課題となっています。
人手不足の加速
産業を支える生産年齢人口が減少し、事業者は人材確保が難し
い状況となり、人手不足、後継者不足が深刻化しており、この
まま放置すれば、市内の産業基盤が失われかねない状態です。
人手不足に対応した事業基盤を構築するとともに、魅力ある企
業にしていくことが喫緊の課題となっています。
時代に即した企業支援施策
経済の多様化・グローバル化が進む中、企業が求める支援内容
が大きく変化しつつあります。
このため、時代に合った支援内容を検討し、迅速に対応する必
要があります。
限られた業種への従業者数の集中
市内企業の業種ごとの就業割合は、製造業の割合が高く、ＩＴ
系をはじめとする専門・技術サービス業関連などの企業の割合
が低く、労働力の市外流出を招く要因となっています。
製造業の人材確保を支援しつつ、新しい分野における働く場の
創出を図る必要があります。
多様化する働き方
社会の多様化にあわせて、それぞれの働き方も多様化が進みつ
つあります。
それぞれの働き方に合った職場環境を整備することが必要で
す。

〇

時代に即した企業立地支援による新規
参入の促進と、地域企業の設備投資支
援により、地域における経済活動の拡
大及び活性化をめざします。

１-４-１
経営力の
向上・強
化

商工会、金融機関等と連携し、経営指
導体制の強化や金融支援制度の活用促
進を図り、経営の改善や効率化を進め
ます。また、市内での消費拡大・地域
内経済循環を促進するとともに、企
業・地域の「強み」を生かした商品の
情報発信・販路拡大・新分野進出を支
援します。

3．経営と販路拡大の支援

事業者の販路拡大、知的財産の取得による競争力強化等を促
進するための支援を行います。また、国、県等の支援施策等
の情報を集約し、本市情報発信サイトより情報発信すること
で支援の強化を図ります。

1. 企業立地支援の充実
新規企業の参入と地域企業の設備投資の促進に向けて、企業
ニーズに即した企業立地支援を行います。

１－４．
商業・工
業

１-４-２
事業創出
の環境整
備・支援

創業や新分野への進出を促進するた
め、事業に必要な知識や技能を習得す
るセミナーや異業種交流による新商品
の開発などへの支援を行います。ま
た、商工業を担う後継者の確保やデジ
タル人材育成に取り組み、円滑な事業
承継や地域の企業・産業のＤＸを促進
します。

１-４-３
企業立地
体制の強
化



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

産業政策課
インターンシップ支援事業
補助金交付件数

件 2022 1 10

産業政策課
一回あたりの就職説明会参
加者数

人 2022 78 100

2．就職説明会の開催
就業機会の創出及び企業の労働力確保に向け、市内企業によ
る就職説明会の開催により、企業と働き手のマッチングを図
ります。

産業政策課 就職説明会参加者数 人 2022 156 150

産業政策課
ハローワークとの連携事業
実施回数

回 2022 1 5

産業政策課
インターンシップ支援事業
補助金交付件数

件 2022 1 10

4．ワーク・ライフ・バラン
スの支援

市内企業におけるワーク・ライフ・バランスへの理解を深め
るため、セミナー等による意識啓発を行います。

人権課
ポジティブ・アクション※
に取り組む企業の割合

％ 2022 77.6 80.0

１-５-１
交流の推
進

市民主導による国内外との多様な交流
を通じ、人・モノ・情報・文化の交流
を促進することで地域活性化に努めま
す。

1．友好都市交流活動の推進

国内外で友好都市提携を結んでいる徳島県美波町、北海道洞
爺湖町及び大韓民国慶尚南道陜川郡（ハプチョングン）、ア
メリカ合衆国ウィスコンシン州ワウパカ市、中華人民共和国
陝西省三原県（サンゲンケン）と、市民や学生等による交流
活動の支援を行います。

秘書課 友好都市との交流回数 回 2019 11 12

１-５-２
情報発信

三豊市を知ってもらい、ファンになっ
てもらう取り組みを実践し、交流人
口・関係人口の拡大をめざします。

1. 魅力を伝える情報発信

県外・市外に向けて、各種媒体（ホームページ、LINE、
SNS、動画共有サービス、マスメディア等）を活用した広報
活動を行い、三豊市の知名度向上を図ります。また、都市圏
へはふるさと会等を通じて、市の地元産品、移住促進等に関
する情報発信を呼びかけます。

産業政策課
地域戦略課

ホームページアクセス件数 アクセス
2022

（歴年）
11,566 14,700

交流による地域の活性化
交流は、自らの地域の文化や歴史の魅力を再認識するととも
に、観光・産業・文化等の振興をもたらすものですが、コロナ
禍において一旦停滞の時期を迎えました。
地域の活性化のためには、異なる文化や価値観に触れることで
相互理解を深め、文化や産業の振興に繋げるとともに、域外か
らの交流人口や交流時間の増加を図っていくことが必要となり
ます。

1．若者の地元就職支援〇

若者や女性に地元企業を知ってもらい地元就職を促進するた
め、企業紹介ツアーや就職説明会を実施します。また、企業
の労働力確保を支援するため、大学生向けのインターンシッ
プ開催費用の一部助成を行います。

地域産業の人手不足の解消や若者等の
地元就職を促進するためには、地元企
業に対する認知度の向上が課題であ
り、学生と企業の交流の場の提供を促
進し、地元就職者の増加を目指しま
す。また、多様化するライフスタイル
に合わせた働き方の実現を図り、働く
ことを通じて、誰もが活躍できるまち
を目指します。

１-４-４
雇用・就
労支援

１－５．
交流

3．ハローワーク・企業との
連携による働き手確保支援

ハローワークと雇用対策協定を締結し、企業が求める外国人
を含む多様な働き手確保に向けた連携事業を展開します。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．教育内容の充実
幼児期の教育の重要性を踏まえ、家庭、地域との協力体制の
強化のもと、就学前教育・保育における教育内容の充実に努
めます。

保育幼稚園課
学校教育課

推進研究事業等の研修受講
職員が内容について満足し
た割合
（保育現場に生かせる内容
かどうか）

％ ― ― 80

2．教職員の資質向上
幼稚園教諭、保育士の資質及び指導力の向上に向け、各種研
修会等の実施・派遣等を行います。

保育幼稚園課
学校教育課

推進研究事業等の研修受講
職員が内容について満足し
た割合
（保育現場に生かせる内容
かどうか）

％ ― ― 80

3．特別支援教育の推進
発達障害等により学習や生活面での特別な支援を要する幼児
に対し、特別支援教育支援員を配置し、必要な支援を行いま
す。

保育幼稚園課
学校教育課

支援員における資格者（保
育士・幼稚園教諭）の割合
※保育所・こども園
※幼稚園

％ 2023
40.5
56

80

4．施設の適切な維持管理
就学前教育・保育施設の長寿命化を図るとともに、安全性や
利便性の高い環境整備に向けて、計画的な維持修繕・改修を
行います。

保育幼稚園課
就学前教育・保育施設長寿
命化計画よりトイレ改修等
の施設改修を行う。

箇所 2023 8 14

１．幼保連携の強化

就学前教育・保育の質の向上を目的に、幼稚園・保育所の職
員が合同で計画的かつ継続的に研修を行い、保育者としての
資質向上に努めるとともに、垣根を越えた人的交流を推進し
ます。

保育幼稚園課
学校教育課

幼稚園職員と保育所・こど
も園職員間の異動人数

人 2022 2 10

〇 2．認定こども園の設置推進

保護者の就労等の状況にかかわらず、同じ年齢であれば可能
な限り同じ場所で就学前教育・保育を受けて育つ環境をめざ
し、就学前の教育・保育を一体としてとらえた認定こども園
※ の設置を推進します。

保育幼稚園課
市内公立認定こども園の設
置数

箇所 2022 3 5

就学前の同じ年齢の子どもが同じ教
育・保育を受けることができる環境を
目指します。

２－１．
就学前教
育・保育

２-１-２
幼保一元
化の推進

保育ニーズの多様化
社会・経済状況などを背景とした女性の就業意識の高まりな
ど、働き方の多様化により、保育所等への入所希望者数は大幅
に増加しています。
また、保育サービスに対する期待も高度化・多様化しており、
多様な保育ニーズへの対応と保育の質の向上が課題となってい
ます。
就学前教育への期待
幼児生活の連続性や発達・学びの観点から、保育所・幼稚園と
小学校が円滑に接続されていくことが望ましく、就学前から小
学校への切れ目のない支援が必要です。
子どもの最善の利益の尊重
全国的に不適切な保育、虐待といった事案がとりざたされ、子
どもにとって安心・安全な場である就学前教育・保育施設の信
頼が危ぶまれる事態になってきています。
乳幼児期は、人間の一生のうちで心身共に最もめざましく発達
し、人間形成の基礎を培う大事な時期であり、就学前教育・保
育施設は、子ども自身の視点を尊重しながら、その子にとっ
て、最もふさわしい時期に、ふさわしい形で、「子ども尊重」
で教育・保育を推進していくことが必要です。

教育内容の充実や指導者の育成によ
り、幼児が生涯にわたる人格形成の基
礎を身につけ、心身ともに健やかに成
長することができる幼児教育・保育の
実現をめざします。
また、施設等の適切な管理により、幼
児が安全で快適に教育・保育を受けら
れる環境づくりに努め、通いやすい施
設づくりを実現します。

２-１-１
学びの芽
生えを育
む教育の
充実



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

〇
1．小・中学校での教育内容
の充実

小・中学校において、家庭・地域との連携強化のもと、確か
な学力、健やかな体、豊かな心など、生きる力の育成を重視
した教育内容の充実、またグローバル化する社会の持続的な
発展に向けて学び続ける人材の育成に努めます。

学校教育課
将来の夢や目標を明確に
持っている児童生徒の割合

％ 2022 52.9 70.0

2．教職員の資質向上
小・中学校教諭の資質及び指導力の向上に向け、研修会等を
実施します。

学校教育課

3．ICTを活用した学習

学習の基盤となる情報活用能力の育成に向け、学校における
ＩＣＴ環境を整備するとともに、情報機器の基本的操作を習
得する学習活動や、プログラミング※ 体験を実施します。
あわせて、機器使用に伴う児童・生徒の心身の健康指導を専
門的知見のもとに行います。

学校教育課
将来の夢や目標を明確に
持っている児童生徒の割合

％ 2022 52.9 70.0

4．言語教育の推進
子どもたちの表現する力、考える力、伝える力の育成に向
け、論理的思考の基礎となる母国語教育を強化します。

学校教育課

自分の考えを発表する機会
では、自分の考えがうまく
伝わるよう、資料や文章、
話の組み立てなどを工夫し
て発表している児童生徒の
割合

％ 2022 22.7 50.0

5．外国語教育の推進

早い時期から基礎的な英語力を身につけることができるよ
う、外国語指導助手の適正な配置と効果的な活用により、中
学校での英語教育及び小学校での外国語活動の充実を図りま
す。

学校教育課
将来の夢や目標を明確に
持っている児童生徒の割合

％ 2022 52.9 70.0

6．学校給食の衛生管理の向
上・内容の充実

衛生管理に努め、安全・安心な学校給食を実施します。食育
への理解を深めるため、香川県産及び三豊市産の農水産物を
積極的に取り入れ、地産地消を推進します。また、北部学校
給食センターの整備・運営を行います。

学校給食課
文部科学省告示
「学校給食衛生管理基準」
適合施設整備率

％ 2023 33.3 100

7．不登校対策教育支援セン
ターの運営

各学校や家庭を訪問し、不登校児童・生徒の進路保障を含
め、一人でも多く学校に復帰できるよう支援するとともに、
学力や基本的生活習慣を身につけることができるよう指導し
ます。

学校教育課
不登校児童・生徒（年間30
日以上の欠席者）の割合

％ 2022 2.04 1.0

8．特別支援教育の推進
発達障害等により学習や生活面で特別な支援を要する児童・
生徒が在籍する小・中学校に特別支援教育支援員を配置し、
必要な支援を行います。

学校教育課

9．小・中学校教育扶助の実
施

市内小・中学校の要保護、準要保護児童生徒の就学援助、特
別支援学級在籍児童生徒の就学奨励を行います。要保護、準
要保護児童等の認定要件に該当する児童・生徒の保護者の経
済的負担を軽減することにより、義務教育の円滑な実施に努
めます。

学校教育課

10.夜間中学の運営
高瀬中学校に夜間学級を設置し、義務教育未修了者や不登校
等で十分学べなかった方に対し教育の機会を提供するため、
夜間中学の管理・運営を行います。

学校教育課

教員の働き方改革
地域や学校の実情を踏まえて、「教職員の働き方改革プラン」
を策定し、主体的に教職員の労働環境や条件の改善を進めてい
くための具体的な方策を示しており、その成果が着実に出つつ
あるものの、依然として長時間勤務の教職員も多く、引き続き
取組みを加速させていく必要があります。
今後は、このプランに基づき、教職員が心身ともに健康を維持
しながら、学習指導や生徒指導などの教育活動に意欲的に取り
組むことができる環境づくりに努める必要があります。
ネットトラブルへの対応
スマートフォンやＳＮＳなどの急速な普及により、ネット・
ゲーム依存や、「ネット上のいじめ」をはじめとするＳＮＳな
どの利用によるトラブルや犯罪が深刻な問題となっています。
情報化社会の危険性とその対処法などを子どもと保護者が正し
く認識し、適切に行動するための情報モラルを身に付けること
が求められています。
教育のＩＣＴ化とグローバル化
情報技術の飛躍的な進化を背景として、教育の場でもＩＣＴ機
器を活用した環境の充実が求められています。
また、新型コロナウイルス感染症の拡大により、社会や生活に
おけるＩＣＴ活用の重要性の認識が高まり、加えてＡＩ等の発
展によって、近い将来、多くの職種がコンピュータに代替され
る可能性が指摘される一方で、これまでになかった仕事が新た
に生まれることが考えられ、ＩＣＴを主体的に使いこなすだけ
でなく、外国人など多様な人々と協働しながら、新しい価値を
創造できる人材育成が重要となっています。
学校給食の充実
地産地消の推進を行い、食育への理解を深めることが重要で
す。また、北部地区の2か所の給食センターと3か所の単独調理
校は施設の老朽化が進み、衛生的な面からも、北部学校給食セ
ンターの整備が求められています。
不安や悩みを抱える子どもたち
近年はひとり親家庭や非正規雇用の増加など様々な理由によ
り、家庭内において経済的な不安を抱える子どもは、少なくあ
りません。
また、肢体不自由、発達障害、ＡＤＨＤなど障害に合わせた、
学校における支援体制の整備が必要です。
学校施設の適正規模・適正配置
平成23年に学校再編整備に関する基本方針を策定し、それに基
づいて市内の学校再編整備を進めてきました。基本方針策定か
ら10年が経過したことから、これまでの再編整備の検証と今後
の三豊市内の学校適正規模・適正配置の考え方及び具体的方策
についての提言をいただくため、令和3年7月に、三豊市立学校
適正規模・適正配置検討委員会を設置し、審議を経て令和4年12
月に答申を受けました。この答申を十分に尊重するとともに、
地域や保護者の意見を伺いながら策定した三豊市立学校再編整
備基本方針（改訂版）に基づき、学校再編整備に取り組みま
す。

２－２．
学校教育

児童・生徒が人格形成の基礎と生きる
力を身につけ、本市の未来を担う人材
として成長できるよう、包括的かつ公
平で質の高い教育を提供します。ま
た、新学習指導要領に基づく学習活動
におけるＩＣＴの積極的な活用や、安
全・安心な学校給食の安定的な提供を
行い、学校給食における食育、地産地
消の充実を図ります。
また、不登校児童・生徒の学校復帰を
支援するため、相談等ができる環境を
整備するとともに、いじめ等の問題行
動の早期発見・早期対応や未然防止の
ため、校内の教育相談体制の充実を図
ります。

２-２-１
確かな学
力と豊か
な心身を
育む教育



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．学校施設の適切な維持管
理

小・中学校施設において、施設長寿命化計画により、優先順
位に基づいた修繕等を進めます。

教育総務課

2．学校の再編整備

小・中学校において、よりよい教育環境を整備し、充実した
学校教育の実現に資するため、市立学校の適正規模・適正配
置を図ります。
学校の統廃合により、徒歩での通学等が困難な児童・生徒の
通学時の安全を確保するため、スクールバスの運行を行いま
す。

教育総務課
2027年度の過小規模校・小
規模校数

校 2022 23 17

1．スポーツ人口増加の促進
スポーツ人口の増加に向けて、スポーツ推進委員会が活動し
やすい環境をつくるとともに、気軽にできる運動や交流を広
げるニュースポーツの普及に向けた教室開催を支援します。

スポーツ振興課
スポーツ推進委員会による
スポーツ教室やイベントの
参加者数

人 2022 500 700

2. スポーツ協会による自主
的活動の促進

スポーツ協会所属の各団体による自主的な活動や、各地区で
行われるスポーツ大会や初心者教室等の継続的な開催に向け
て支援を行います。

スポーツ振興課
市長杯・会長杯スポーツ大
会の開催件数

件 2022 23 30

3. スポーツ施設の利用促進

スポーツ施設の適切な維持管理を行い、利用者の利便性の向
上に努めます。また、利用者の意見を改善に活かす仕組みを
つくり、利用の少ない平日のスポーツ施設を活用する取り組
みを行います。

スポーツ振興課
スポーツ施設利用者の満足
度

％ 2022 ― 70

4．地域クラブチームの育成
と支援

スポーツを通してコミュニティを形成し地域を活性化するた
め、地域クラブチームの支援や人材育成を行います。

スポーツ振興課

地域クラブチーム（スポー
ツ協会専門部、文化・ス
ポーツ振興事業団の加盟
チーム）

人 2022 2,097 2,160

5．地域プロスポーツ団体等
との交流

サッカー・野球・バスケットボールなど地域プロスポーツ団
体との連携や、地元出身のトップクラスの選手と子どもたち
との交流、スポーツ教室の開催により、スポーツへの興味喚
起や専門知識・技術の習得につなげるとともに、人材の早期
発掘や育成を図ります。

スポーツ振興課

スポーツ活動の普及
スポーツ推進委員会とスポーツ協会が連携・協力し、スポーツ
教室・大会を実施していますが、年間を通じてほとんどスポー
ツをしていない市民もいます。
より多くの市民がスポーツ・レクリエーションに参加できるよ
う、市民参加型のイベントを増やす必要があります。
体力・健康づくりの促進
人生100年時代を迎え、心身の健康への関心が高まっています。
スポーツは体力の向上や身体的な健康だけではなく、心の健全
育成や精神的な充足感を得るものです。
市民の健康増進を図るために、「市民皆スポーツ」を旗印に、
総合スポーツクラブ等の運営を行っている民間企業による専門
的なプログラムを活用することで、体力・健康づくりのための
様々な提案をすることが必要になります。
スポーツ施設の利活用の促進
利用に関する市民の満足度の向上を目指し、利用者の意見を改
善に活かす仕組みが必要です。
また、利用の少ない平日のスポーツ施設の活用を促進する仕組
みづくりが求められています。
スポーツにふれ、継続できる環境整備
子どもから大人まで、校区や市域を越えて多様なスポーツにふ
れる機会と、好きなスポーツを続けていくための環境の確保が
必要です。

２-３-１
地域ス
ポーツの
振興

スポーツの普及に向けて、その中心と
なるスポーツ推進委員会とスポーツ協
会による自主的な活動を支援すること
で、スポーツによる体力・健康づくり
や地域づくりに努めます。また、地域
クラブチームの育成と支援を行い、地
域スポーツの活性化を目指します。地
域プロスポーツ団体等と連携し、優れ
た素質を持つ人材の早期発掘や育成に
取り組みます。

２－３．
スポーツ

２-２-２
施設の充
実と適正
配置

学校施設の総合的な維持管理を実施す
ることで、安全・安心を確保し、生き
る力を育むための教育環境を実現しま
す。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．幅広い年代の学習活動の
促進

子ども会など各種社会教育団体による自主的な生涯学習活動
の活発化をめざし、支援を行います。また家庭教育学級の充
実を図ります。
地域の実情にあった公民館活動の充実と併せ、子どもたちが
参加できる講座を増やすなど幅広い年代の人たちが参加でき
る環境を整備します。

生涯学習課
子どもを対象とした公民館
講座数及び参加者数

講座
人

2022
38

1,351
50

1,500

2．社会教育関連施設の有効
活用

安全で快適な学習空間の提供に向け、施設の適正な管理運営
を行います。また、老朽化が進む地区公民館・分館について
は、支所や市役所周辺の既存施設などに公民館機能を集約す
るなど、施設のあり方を検討し、公民館機能の一層の向上を
図ります。

生涯学習課

〇
3. 放課後改革による選択肢
の充実

中学校部活動の合同化や地域移行に向けた取組、指導者バン
クの運営、スポーツイベントや教室等の企画運営を行うとと
もに、文化芸術団体やスポーツ団体と連携し、やりたいこと
を選択できる環境づくりを行います。
また、文化やスポーツを通して地域を活性化するため、地域
移行の受け皿となる地域クラブチームの支援や人材育成を行
います。

学校教育課・ス
ポーツ振興課・生
涯学習課

中学校部活動の受け皿とな
る地域クラブ数

団体 2022 0 5

1．機能的な図書館運営の推
進

社会情勢の変化や市の財政状況に応じた図書館の適正な管理
運営体制等を検討し、市民の教育と文化の発展に寄与できる
よう図書館機能の一層の向上を図ります。

生涯学習課

2．子どもの読書活動の推進

乳幼児期からのブックスタート事業をはじめ、おはなし会や
各種イベントについてHPやLINE、防災行政無線による情報発
信を行い、子どもたちが本とふれあえる環境づくりを行いま
す。

生涯学習課 図書館新規利用登録者数 人 2020 664 800

1．自主的な文化協会活動の
促進

文化活動を行う団体等の文化協会への入会及び会員の増加を
促すとともに、支部間の情報交換や交流、他団体との連携を
促し、主体的で活発な活動を促進します。市や各地区で開催
される文化祭に、より多くの人が協力・参加できるよう、運
営方法の検討や新たな分野の開拓、参加方法の工夫を行いま
す。

生涯学習課

2．文化会館における事業の
充実

各種団体における活動や交流、芸術等の自主文化事業の開催
の場となる三豊市文化会館（マリンウェーブ）について、指
定管理者制度による効果的かつ有効な管理運営を行います。

生涯学習課
文化や芸術に関わる活動を
している人の割合

％ 2020 10.4 25.0

生涯学習課
文化財の保存・継承の活動
に関心がある人の割合

% 2020 41.7 60.0

生涯学習課
詫間町民俗資料館・考古館
来館者数

人 2022 2,281 4,000

1．補導活動等の推進

街頭補導・パトロール活動を実施し、市内の有害環境の把握
と子どもたちへの補導・指導を実施します。小学校の集団下
校時の青色パトロール車や、広報車による啓発活動、ＪＲの
駅等における各種キャンペーン、県下一斉街頭補導などを実
施するとともに、学校と協力して周辺の警戒補導を実施しま
す。

生涯学習課（少年
育成センター）

安全安心パトロール隊員の
数

人 2022 337 350

2．相談体制の充実

少年や家族の悩みに傾聴し、相談者の心の負担の軽減に努め
るとともに、学校や市、県のカウンセラー、相談機関などと
の連携により、青少年をネットワークで支えます。また、広
報紙や防災無線、リーフレットの配布により気軽に相談でき
る窓口の周知に努めます。

生涯学習課（少年
育成センター）

市民一人ひとりが豊かな人生を実現で
きる生涯学習社会の形成に向けて、各
種講座・教室の開催や、社会教育団体
の活動支援などを行います。また、市
民による自主的な生涯学習活動を促進
するとともに、今ある生涯学習関連施
設の有効活用、適正な管理運営を行い
ながら、安全で快適な学習空間の提供
に努めます。公民館の生涯学習及び地
域コミュニティ拠点機能を強化すると
ともに、関係団体と連携して、生涯学
習を実践する市民の“すそ野”を広げ
ます。

２-４-２
図書館機
能の充実

市民が本とふれあい、自由に学べるよ
う、図書資料や施設を充実させるとと
もに、人と人とが交流し、地域の活性
化を図るコミュニティ拠点としての図
書館をめざします。

3．文化財保護の推進

青少年が次世代の担い手として心身と
もに健やかに育成されるよう、学校・
地域・警察や青少年健全育成に携わる
各種団体等との連携・情報の共有化を
図り、全市的な体制整備のもと、「地
域の少年は、地域で守り育てる。」を
活動目標に青少年の健全育成を図りま
す。

２-６-１
青少年の
健全育成

三豊市文化財保護協会と連携し、既存文化財の現状把握と保
存に必要な修繕等を行います。また、市内埋蔵文化財包蔵地
の保護に向け、状況に応じた発掘調査を行い、遺跡の内容・
範囲の把握に努めるとともに、調査結果に応じた適切な対応
を行います。さらに、市民が文化財に親しむ機会として、公
民館や図書館等と連携して文化財を活用した講座や体験教室
を開催します。

２-４-１
生涯学習
の機会の
提供

２－６．
青少年育
成

２－４．
生涯学習

健全育成活動の推進
学校や専門機関等と連携し、青少年の健全育成活動と非行防止
活動を実施しています。また、教育支援センターと連携し、電
話、訪問、来所相談を通して問題の早期発見と早期対応に努め
ています。
しかし、家庭環境が複雑化する傾向にあり、家庭環境に恵まれ
ない子どもたちもみられます。
そのため、より多くの目で青少年を見守る環境づくりに向けた
地域の健全育成活動の充実が必要です。

２－５．
郷土歴
史・文化

幅広い年代の学習活動の促進
家庭教育学級の活動を通じ、幼稚園や小学校と連携しながら、
親世代も交えた生涯学習活動の機会の創出に努めています。
公民館活動においては、地域行事を通じて、地域の世代間交流
や市民活動の活性化につなげています。今後は、生活スタイル
の変化などに対応した、地域の実情にあった活動が求められま
す。
また、中学校部活動を含めた子どもたちの学びの場の確保と地
域との連携が必要となっています。
図書館新規利用者の増加
現在、図書館は市内に６館１室あり、それぞれの地域の特性に
応じた運営を行っています。本の貸出者数は年々減少傾向にあ
りますが、貸出冊数は増加していることから、一定の人が利用
しており、新たな利用者は少ないと考えられます。今後は、子
どもから大人まで幅広く本に親しむ機会を提供するため、イベ
ントなどに関する効果的な情報発信が必要となっています。

文化芸術活動の環境づくりの推進
本市では、三豊市文化協会を中心に、活発な文化芸術活動が行
われており、毎年各支部（地区）単位で文化祭を開催し、作品
展示や芸能発表などを通して日頃の練習成果を発表していま
す。
今後は、文化協会の活性化や市民の活動意欲の高揚のための情
報発信など、より多くの人が文化芸術活動に参加する環境づく
りに取り組む必要があります。
文化財を活用した生涯学習の充実
本市では、発掘調査によって出土した遺物の特別展示や、文化
財を活用した体験教室、イベント等を実施しています。
今後は、貴重な文化財や地域で受け継がれてきた伝統芸能等を
後世に残すため、公民館や図書館、各種社会教育団体等と連携
し、より多くの人に啓発を行っていくことが重要です。

２-５-１
歴史、文
化、芸術
の継承と
推進

市民が文化芸術活動へ積極的に参加
し、地域交流が活性化し、豊かな感性
が育成されるまちをめざします。ま
た、市民の文化芸術への興味・関心を
高めるため、多様な文化芸術を鑑賞す
る機会の拡充に取り組みます。さら
に、地域の貴重な文化財を適切に保護
するとともに、その価値を市民に広く
周知し、文化財保護意識の高揚を図り
ます。また、地域の大切な財産である
伝統・風習が次代に継承されるよう、
市民・地域・学校・関係機関と連携
し、より多くの人が見たり触れたりす
る機会の拡充を図るとともに、担い手
の育成に取り組みます。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．市民意識に基づく啓発活
動の推進

市民意識の把握に向けた意識調査を実施し、その結果に即し
た広報や講演会の開催等による啓発活動を行います。

人権課
「基本的人権が守られてい
る」と感じる市民の割合

％ 2022 57.6 60.0

2．多様な性を認め合う社会
づくり

それぞれの性が尊重される社会の実現をめざし、性自認や性
的指向※等の多様性に対する理解を促進します。

人権課
「セクシュアル・マイノリ
ティ」という言葉を知って
いる市民の割合

％ 2022 55.5 75.0

3．人権課題解決に向けた活
動の促進

関係機関・団体等による人権問題に関する研修会や講演会等
の実施を支援するとともに、活動への参加を促進します。

人権課
「基本的人権が守られてい
る」と感じる市民の割合

％ 2022 57.6 60.0

4．人権と福祉のまちづくり
地域住民の生活の安定と福祉の向上を図るため、人権と福祉
のまちづくりを推進します。

人権課
「基本的人権が守られてい
る」と感じる市民の割合

％ 2022 57.6 60.0

1．人権教育研修等の開催
人権教育指導員を設置し、各学校・幼稚園教諭、保育士等に
対して指導・助言を行うほか、市民・各種団体に対して人権
教育の指導・講演を行うことで人権問題の解決に努めます。

学校教育課
人権教育指導員等の研修
会・講演会への参加者数

人 2022 2,434 3,000

2．人権教育の拠点施設の活
用推進

地域住民の社会的、文化的向上及び人権問題の解決を図るた
め、拠点施設である集会所の活用促進及び管理を行います。
そして、地域における子どもの育ちを支える場として、児
童・生徒の健全育成を図ります。また、周辺地域の子ども・
保護者・高齢者との交流を通じ、お互いの人権を尊重するこ
とで差別の解消を図ります。

学校教育課 集会所の利用者人数 人 2022 2,231 2,300

3．人権関係団体の支援
会員一人一人の人権意識を高めるために、人権関係団体の研
修会等の活動を支援します。

人権課
学校教育課

研修会等への参加人数 人 2022 133 200

人権課 上高野児童館利用者数 人 2022 6,406 8,400

人権課 前田児童館利用者数 人 2022 5,665 12,700

２-７-１
地域共生
社会の形
成

4．児童館事業の推進
子どもたちの居場所づくりと、思いやりの心や体力を培うこ
とを目的に、児童館での遊びや交流事業を行います。

多様化する人権問題に向き合い、相互
の理解をもって、一人ひとりの人権が
等しく尊重される社会の実現を目指し
ます。

２-７-２
人権教育
の推進

２－７．
人権尊重
社会

学校や家庭、地域、職場等での人権教
育を推進することにより、人権問題に
関する理解を促進し、人権が尊重され
る社会の実現を目指します。

複雑化する人権問題
本市では、すべての人の人権が尊重されるまちづくりをめざ
し、人権尊重都市宣言を行い、市民一人ひとりの人権意識の高
揚を図っています。
しかし、私たちの身の回りには、同和問題をはじめ、女性・子
ども・高齢者・障がい者・外国人・ＨＩＶ感染者・ハンセン病
回復者・犯罪被害者などに関する人権問題が未だに存在してい
ます。
また、インターネット上の児童ポルノやリベンジポルノ等の人
権侵害、ＳＮＳサイトにおけるヘイトスピーチ等、性的少数者
（ＬＧＢＴＱ等のセクシャルマイノリティ）に対する理解不足
による人権侵害等、その内容は国際化や情報化の進展に伴い、
ますます複雑化しています。
意識調査からわかること
差別は当事者だけの問題ではなく、市民一人ひとりの問題で
す。しかし多くの市民は差別の現実を知りません。現実を知ら
ないと身近に感じることができず、関心も薄れていきます。
日常生活にある身近な人権問題を積極的に取り上げて、教育・
啓発を実践する必要があります。
人権学習（研修）の推進
様々な人権問題の解決のために、学校や公民館等で学習・研
修・講演を行ってきました。
昨今の人権問題の多様化・複雑化を踏まえ、これまで以上に人
権に対する市民意識の高揚が求められます。これまでの取組み
を継続しつつ、その内容の充実を図ることが必要となっていま
す。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．相談事業の推進
健康、就労、生活困窮、教育、住環境など暮らしにおける各
種人権問題の相談窓口として、解決に向けた包括的な対応を
行います。

人権課
各隣保館における相談事業
件数

件 2022 201 220

2．地域交流事業の促進
地域の各拠点で行われる交流会や教養・文化活動への支援に
より、活動の活性化を図ります。

人権課 隣保館利用者数計 人 2022 16,865 20,000

3．小・中学生の学習支援
放課後に小・中学生の子どもを対象に、小・中学校の教員が
学習支援や日常生活における社会性の育成支援を行います。

人権課
各館における小・中学校の
学習支援参加者数

人 2022 3,465 3,800

4．拠点施設の適正管理
安全・安心な環境で活動を行えるよう、拠点施設の改修等に
よる計画的な管理に努めます。

人権課 隣保館利用者数計 人 2022 16,865 20,000

1．男女共同参画に向けた意
識改革の推進

固定的な性別役割分担意識の解消や、男女共同参画の視点か
らの社会制度や慣行の見直しなど、男女が家庭・地域・職場
等、社会全体において対等に参画できるよう、教育や学習の
場において人権尊重や男女共同参画に向けた意識改革を推進
します。

人権課
社会全体で「男女平等であ
る」と感じる市民の割合

％ 2022 12.1 20.0

2．家庭・職場・地域におけ
る男女共同参画の促進

家庭・職場・地域において男女が互いに協力し、その能力を
発揮できる環境づくりに向け、ワーク・ライフ・バランスに
関するさらなる啓発と支援を推進します。

人権課
ポジティブ・アクションの
取り組みを行う企業の割合

％ 2022 77.6 80.0

人事課 市役所の女性管理職の割合 ％ 2022 21.1 25.0

人権課
法令・条例に基づく審議
会・各種委員会の女性委員
の割合

％ 2022 25.8 30.0

1．DVへの対策の推進
暴力を許さない意識と環境づくりのため、広報等による啓発
を強化するとともに、若年層へのデートＤＶ等の予防のため
の啓発・教育を推進します。

人権課・子育て支
援課

デートＤＶについて高校生
の認知率

％ 2021 60.3 70.0

2．相談窓口の周知徹底
被害者からの相談体制の整備を行うとともに、ＤＶの相談窓
口や支援の流れについて、広く市民への周知を図ります。

人権課・子育て支
援課

ＤＶ被害にあっても、「ど
こ（誰）にも相談しなかっ
た」市民の割合

％ 2022 32.3 20.0

3．ハラスメントのない環境
づくり

ハラスメント防止に関する広報・啓発を行います。 人権課
市のホームページにおける
人権や男女共同参画に関す
るコンテンツの閲覧件数

件 2022 5,470 6,000

男女が互いにその人権を尊重しつつ、
責任を分かち合い、性別にかかわりな
くその個性と能力を発揮できる社会の
実現をめざします。特に、それぞれの
ワーク・ライフ・バランスの重要性を
広く市民に知ってもらうことで家庭・
地域生活と職業の両立を促します。

3．政策・方針決定過程への
女性参画の促進

政策・方針決定の場において女性の能力が十分に発揮できる
よう、市の審議会等への女性の登用を進めます。また、市役
所職員における女性管理職の割合を増やします。

２-７-３
活動拠点
の充実

２-８-１
女性活躍
の推進

２－８．
男女共同
参画社会

２-８-２
あらゆる
暴力の根
絶

ＤＶやセクシュアル・ハラスメント※
、パワー・ハラスメント※ など、あ
らゆる暴力の根絶に向け、啓発活動の
推進や相談の充実に努めるとともに、
関係機関との連携のもと、被害者の保
護及び自立に向けた支援を図るための
対策に取り組みます。

地域における拠点施設となる隣保館を
中心に、交流や人権啓発活動が活発に
行われることで、多様な人たちが共生
できるまちをめざします。
※隣保館（たかせ人権福祉センター・
上高野文化センター・ふれあいプラザ
にお）

様々な分野における男女共同参画意識
2021年度に行った市民アンケートによると、『社会全体で「男
女平等である」』と感じる市民の割合は12.1％と、５年前の調
査結果とほぼ同じ結果となりました。（2017年度のアンケート
では12.0％）。
職場・家庭・地域において、男女がお互いにその人権を尊重し
つつ、それぞれの個性を発揮できるよう教育や学習・啓発活動
を進めていきます。
女性の就業状況
2020年の国勢調査によると、本市の女性の就業率のグラフはい
わゆる「Ｍ字カーブ」を緩やかに描いています。
今後、人口減少や高齢化による人手不足が予測される中、本市
においても「女性活躍推進法」や「三豊市男女共同参画推進条
例」に基づき、女性が働きやすい環境づくりを進めなければな
りません。
相談窓口の周知徹底
三豊市男女共同参画に関する市民アンケートでは、「ＤＶを受
けたことがある」と答えた人は3.4％となっており、「そのうち
誰かに相談したか」という問いに対しては、32.3％の方が、
「どこ（誰）にも相談しなかった」と答えました。
今後は、相談窓口を広く周知し、早期相談につながるよう啓発
を強化していく必要があります。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．子どもを望む夫婦等への
支援

妊娠・出産を希望する夫婦等に対し、不妊・不育症治療にか
かる費用の一部助成を行います。

子育て支援課

2．子育てにかかる経済的負
担の軽減

幼稚園・こども園・保育施設等に通う3・4・5歳児の給食費
無償化、子育て応援サービス券の支給、遺児年金の支給な
ど、負担軽減を図る支援を行います。
また、必要な医療を受けられるよう、医療費の一部助成を行
います。

保育幼稚園課・子
育て支援課

子育て応援サービス券利用
者数

人 2022 258 300

3．保育体制の強化・拡大
こども園化を推進するとともに、民間保育施設の開設支援
等、保育需要の増大に対応した取り組みの強化を図ります。

保育幼稚園課

若い世代が子育てしやすい
まちになっていると思う割
合
（総合計画市民アンケート
による）

％ 2022 48.6 55.0

4．子育てホームヘルプの実
施

妊娠期・子育て期の家庭へ、希望があれば子育てホームヘル
パーが訪問し、必要な支援を行います。

子育て支援課
子育てホームヘルプ事業利
用者登録申請者数

人 2022 41 50

5．児童の一時預かりの実施
保護者が病気や仕事、育児疲れ、リフレッシュなどで一時的
に児童の養育が困難になったときに、一時預かりを行いま
す。

子育て支援課

〇
6．こども家庭センターの設
置・運営

全ての妊産婦、子育て世帯、子どもと一体的に関わるこども
家庭センターを開設し、妊産婦や乳幼児の保護者の相談や虐
待や貧困などの問題を抱えた家庭に対する相談支援を行いま
す。

子育て支援課
相談人数、継続支援者数、
関係機関との連携人数

人 ― ― 3,000

子育て支援課 ４か月児健康診査受診率 ％ 2022 99.3 99.5

子育て支援課 10か月児健康相談利用率 ％ 2022 98.2 99.0

子育て支援課
１歳６か月児健康診査受診
率

％ 2022 99.4 99.5

子育て支援課 ３歳児健康診査受診率 ％ 2022 98.8 99.0

〇 8．産前・産後の相談・支援

妊娠期から、出産や育児への不安・負担を軽減するため、保
健師による個別相談・訪問を実施します。また、出生した新
生児・乳児のいる全ての家庭に保健師等が全戸訪問を実施
し、様々な不安や悩みを聞き、親子の心身の状況や養育環境
の把握や助言を行い、支援が必要な家庭に対するサービスの
検討や関係機関との連絡調整を行います。

子育て支援課 産後（１か月）ケア満足度 ％ 2022 90.2 95.0

母子の健康の維持・増進を目的に、妊産婦や乳幼児への訪問
や健康診査、予防接種等による健康管理を実施します。

7．母子の健康管理

妊娠前から子育て期にわたる、様々な
時期・角度からの切れ目のない支援に
より、子どもを生み育てやすいまちを
つくります。

３-１-１
妊娠・出
産から子
育てまで
の一体的
支援

３－１．
子育て

出生数の低下
三豊市が誕生した2006年の出生数は515人でしたが、2022年には
292人になり、減少傾向が続いています。
少子高齢化が急速に進む中、今後も人口構成を適正に保ち、ま
ちの活力を維持するためにも、少子化に歯止めをかける施策が
必要です。
出産・育児に関するニーズの拡大・多様化
出産後も仕事を続ける女性が増え、保育ニーズが拡大する中、
保育所の入所希望や学童保育の利用者は増加傾向にあります。
子どもを安心して育てる環境づくりとして、子育て支援策や施
設の充実が必要です。
母子への切れ目のない支援
市内の病院には産科や小児専門科がなく、隣接市町の病院に
頼っているのが現状です。また、若年出産がある一方で、不妊
治療を受ける人や高齢出産する人など、出産をめぐる状況は
様々です。
医療機関から妊産婦へのフォロー依頼も増加しており、妊娠期
から子育て期までの切れ目のない支援が求められています。
保育サービスの充実
2023年4月現在、本市には、保育所14（公立8、私立１、小規模
5）、認定こども園5（公立3、私立2）があり、1,206人（公立
992人、私立214人）が保育を必要として入所しています。
入所申込者数は増加傾向にあるものの、希望する保育所に入所
できず、育児休業の延長や家庭保育等において対応している現
状があり、受け皿の確保が急務となっています。
働き続けたいと願う女性が増えたことにより、保育ニーズは増
え続け、今後さらなる保育需要の増加も見込まれることから、
保育士の確保に向け、国・地方をあげての対策が求められてい
ます。
不妊・高齢出産によるリスクの高まり
第１子を出産する母親の約２割が35歳以上となっており、不妊
治療の助成件数も増加傾向にあることから、安心して出産・子
育てするための取組みが求められています。
家族のあり方（核家族化）
夫婦と子どものみの核家族が増えており、子育てを取り巻く環
境が変化しています。
夫の子育て参加や、祖父母にも子育てサポートの役目を担って
もらうなどの家族間での協力のほか、地域の協力・支援も求め
られています。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

〇
1．子育て支援拠点施設の充
実

子育て支援機能を集約した多機能型子育て支援施設を整備す
るとともに、親子が気軽に集い、交流できる場を拡充し、子
育て相談、情報提供、助言など幅広い支援を行います。

子育て支援課 つどいの広場利用人数 人 2022 21,459 30,000

2．放課後児童クラブの充実

施設の安全性を確保するとともに、放課後児童支援員の資質
向上に資する研修の実施や、民間ノウハウの活用により、児
童クラブの充実を図り、保護者が安心して就労できる環境を
整えます。

子育て支援課
放課後児童クラブの外部委
託クラブ数

クラブ 2022 10 14

3．ファミリー・サポート・
センターの充実

地域のボランティア会員（有償）による保育所や学校への送
迎などの一時的・臨時的な子育て援助活動により、地域ぐる
みで子育てと仕事の両立を支援します。
また、ボランティア会員の能力向上に向けて、スキルアップ
講座を開催します。

子育て支援課

4．発達障害児支援

発達障害児の早期発見、早期療育ができ、障害のある子ども
の適切な支援に向けて医療機関や専門機関と連携します。地
域子育て支援センター等において、保護者等と近隣の人々と
の交流、仲間づくりなどを通して、地域ぐるみで支え合う環
境を整えます。

子育て支援課
発達障害に関する相談数
（就学前）

人 2022 261 290

1．家庭の子育て力の向上

家庭内での女性の子育て負担を軽減するため、男性の育児力
の向上に向けた支援・啓発活動を行います。
また、協力して子育てを行う家庭づくりに向けて、両親教室
などを開催します。

子育て支援課
母子保健事業の父親の参加
数

人 2022 68 90

2．職場環境の整備
子育てと仕事を両立できる働き方の実現をめざし、企業の子
育て支援制度の充実を促進します。

子育て支援課・人
権課・産業政策課

ポジティブ・アクションの
取り組みを行う企業の割合

％ 2022 77.6 80.0

家庭の子育て力の向上に向けた取り組
みを進めるとともに、職場における子
育てに対する協力・支援体制の強化を
促し、前向きに子育てに向き合える社
会をつくります。

３-１-２
地域ぐる
みの子育
て支援

地域による子育ての協力体制を整え、
子育て拠点施設や交流の場の充実によ
り、地域ぐるみでともに支え合い、助
け合えるまちをめざします。

３-１-３
家庭・職
場におけ
る子育て
環境づく
り



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．疾病予防の推進

予防接種の推進により、伝染のおそれのある疾病の発症とま
ん延を防ぎます。また、各種がん検診によって、がんの早期
発見、早期治療を促すとともに、中学生へのピロリ菌検診に
よって、若年層からの胃がん発症のリスク減少に取り組みま
す。

健康課・子育て支
援課

中学生の尿中ピロリ抗体検
査の受診率

％ 2022 90.0 95.0

2．特定健康診査の推進
メタボリックシンドロームの該当者や予備群を早期に発見
し、生活習慣の改善に繋げるため、特定健康診査の受診率向
上に取り組みます。

健康課
国民健康保険費被保険者の
特定健康診査受診率

％ 2021 40.2 50.0

〇
3．特定保健指導による生活
習慣の改善

特定保健指導を通じて、対象者が自分の健康状態を自覚し、
生活習慣の改善のための自主的な取り組みを継続的に行うこ
とができるようサポートします。また、特定保健指導未利用
者に対しての利用勧奨に取り組みます。

健康課

国民健康保険被保険者にお
ける特定保健指導対象者が
特定保健指導を修了した割
合

％ 2021 35.3 40.0

4．食育の推進
食生活改善推進員の活動や保育所・幼稚園・学校との連携を
通じて、食育の推進に努めます。

健康課
食育に関心のある人の割合
の増加

％ 2023 55.7 66.7

5．こども向け栄養・食事指
導の推進

乳幼児健診等において、食に関する指導を行うとともに、子
育て世帯向けに離乳食教室の開催や栄養相談を行います。

子育て支援課

6．喫煙・飲酒に関する教育
の推進

喫煙や多量飲酒による健康被害について、知識を普及させる
とともに、禁煙や適正飲酒に向けた相談対応・指導を行いま
す。

健康課 喫煙率の減少 ％ 2023 14.0 12.0

7．健口生活の促進
歯と口腔の健康づくりに関する正しい知識の普及啓発に努
め、生活の質の向上に向けた口腔機能の維持・向上を促進し
ます。

健康課 歯周病検診受診率 ％ 2022 20.4 25.0

1．こころの健康づくり

相談体制の強化により、必要な助言や情報提供を行い、ここ
ろの健康増進を促します。
また、特定保健指導等において、ストレス対処法や良質な睡
眠についての正しい知識の周知に努めます。

福祉課
デイケア（さくらの会）、
交流会（カタリ場）への参
加人数

人 2022 143 173

2．自殺対策の推進

三豊市自殺対策計画に基づき、誰も自殺に追い込まれること
のない社会づくりに向けた各種施策を推進します。
また、自殺予防対策協議会を開催し、関係機関と連携し、現
状の把握、問題点の洗い出し、及び、協議を行い支援に繋げ
て行きます。

福祉課 自殺死亡率 % 2022 14.2 12.5以下

3．ひきこもり対策の推進
ひきこもりの長期化を防止するため、支援を必要とする人か
らの相談に対し、適切な支援を提供できる体制づくりに努め
ます。

福祉課 窓口への相談件数 件 2022 81 100

ライフステージに応じた健康づくり
ライフスタイルの多様化や高齢化の進展により、がん・心臓
病・糖尿病など生活習慣病が増加しています。自分の健康状態
を把握し、病気の早期発見・早期治療をするために、定期的に
健康診査や検診を受けることが不可欠です。また、生活習慣病
の発症や重症化を予防し、生活の質の向上と健康寿命のさらな
る延伸を図るため、ライフスタイルにあった健康づくりが必要
となります。
こころの健康
私たちは、常にストレスと隣り合わせで日常生活を送ってお
り、こころの健康づくりは身近なテーマとなってきました。
しかし、生涯を通じて5人に1人がこころの病気にかかるといわ
れている今、病気への理解は十分とはいえず、周囲の協力を得
ることができなかったり、治療に至らず病状が悪化したりする
ことも少なくありません。
こころの健康への正しい知識と理解を深め、本人と周囲がスト
レスサインを見逃さないこと、ストレスとの上手なつき合い方
を知ることが健康を保つためには大切です。

３-２-１
疾病予防
と正しい
生活習慣
の普及促
進

疾病発症の未然防止や、早期発見によ
る迅速な対応により、市民が健康を保
持した暮らしを送ることができるまち
をめざします。また、正しい生活習慣
の普及により、市民が健康寿命を延ば
し、生涯を通じて健康でいきいきと暮
らすことができるまちをめざします。

３－２．
健康

心身の健康を増進するために支援体制
の充実を図り、一人ひとりがいきいき
と自分らしく生きることができるまち
づくりをめざします。

３-２-２
こころの
健康づく
りの推進



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．生活困窮妊産婦への支援
経済的理由により入院して出産することができない妊産婦に
対し、助産施設への措置入所による出産支援を行います。

子育て支援課

子育て支援課
高等職業訓練促進給付金交
付人数

人 2022 7 10

子育て支援課
母子家庭等自立支援教育訓
練給付金交付人数

人 2022 3 5

1．子どもの居場所づくり
地域との連携のもと、生活困窮世帯等の支援が必要な子ども
等を対象に、学習支援や居場所づくり、子ども食堂等の取組
を行います。

子育て支援課 子どもの居場所開催回数 回 2022 493 500

〇
2.生活困窮世帯の子どもの
学習支援

生活困窮世帯の小学生・中学生を対象に、三豊市社会福祉協
議会と連携して子どもの学習支援教室を開催し、学力向上と
将来の社会的自立を促し、貧困の連鎖からの脱却を図りま
す。

福祉課
子どもの学習支援教室の参
加者数

人 2022 19 33

3．民生委員・児童委員活動
の促進

民生委員・児童委員による、市民の立場に立った相談対応
や、地域の子どもたちの見守りなどを促進します。

福祉課
相談・支援件数
（子どもに関すること）

件 2022 366 370

4．犯罪・非行からの立ち直
り支援

犯罪や非行のない地域社会の実現をめざし、保護司や更生保
護女性会の活動を支援し、過去に罪を犯した人や非行に走っ
た人たちについて理解を深めるとともに、更生に向けた支援
を行います。

福祉課
①保護司の会員数
②更生保護女性会の会員数

人 2022
①47
②252

①53
②273

2．自立・安定に向けた支援
ひとり親家庭の経済的自立や安定的な生活のために、就労支
援や資格・技能取得に向けた情報提供、学業・生活資金の補
助を行います。

子どもの成長の妨げとなる貧困問題を
解消し、地域の支えにより子どもの成
長を促進します。また、市民や関係団
体等が「我が事」として主体的に参画
する地域福祉の仕組みをつくり上げ、
「地域共生社会※ 」の実現を目指し
ます。

支援を求める家庭や児童を適正に保護
し、子どもを取り巻く問題の解決につ
とめ、子どもの安定的で健やかな成長
を目指します。

３－３．
児童福
祉・地域
福祉

３-３-１
要支援家
庭への支
援と地域
福祉の推
進

３-３-２
子どもの
貧困対策
の推進

保護児童等への対応
育児中の不安や、経済的・家庭的理由など、様々な背景の中で
児童虐待相談の件数は減少していません。
子どもの健やかな成長のために、問題を抱える家庭を早期発見
し、未然防止につなげていく必要があります。

子どもたちの学習支援
経済的な理由や家庭の事情により学習環境が整わず、学力や学
習習慣が十分に身についていない子どもがいます。それらの子
どもたちに学習の機会を提供し、それに併せて居場所づくりや
日常生活の支援を行うことで、「貧困の連鎖」を断ち切る対策
が重要です。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．在宅サービスの充実
高齢者が自宅において、安心で健やかな暮らしを送るための
各種生活支援を行います。

介護保険課

2．福祉タクシー利用券の交
付

高齢者等の交通手段の確保と経済的負担の軽減に向けて、福
祉タクシー利用券を交付します。

福祉課 福祉タクシー券の交付率 ％ 2022 81.2 85.0

〇
3．高齢者の健康寿命の延伸
対策の推進

高齢者の通いの場を中心とした介護予防・フレイル対策や生
活習慣病等の疾病予防・重症化予防を一体的に取り組み、高
齢者の健康寿命の延伸を目指します。

介護保険課
健康課

元気な高齢者の割合（介
護・支援を必要としていな
い65歳以上の高齢者の割
合）

％ 2022 81.5 82.0

4．介護サービスの充実
利用者の心身の状態や低所得者、離島居住者などの生活環境
に応じて、適切な介護サービスを受けられるよう、地域の実
情に応じたサービスの整備と支援に努めます。

介護保険課

5．介護職員雇用対策の推進
介護サービスの安定供給に向け、介護資格を取得し、市内事
業所に就業する人に対して研修費用の一部を補助し、人材不
足の解消に努めます。

介護保険課
介護従事者初任者研修申請
者数

人 2022 3 5

6．市民主体の介護予防活動
の促進

介護予防サポーターの養成研修の実施や地域のサロン・集い
の場等の活動支援を行い、市民が主体となって介護予防活動
を行える体制づくりや人材の育成に努めます。

介護保険課
介護予防サポーターの登録
者数（延べ）

人 2022 299 350

介護保険課
認知症サポーター養成講座
修了者（延べ）

人 2022 7,523 10,000

介護保険課 市民後見人養成数（延べ） 人 2022 10 20

1．高齢者による地域活動の
促進

老人クラブが行う地域の安全・安心を支えるボランティア活
動や環境美化活動をはじめ、高齢者の社会参加、生きがいづ
くり、健康の維持、介護予防につながる各種活動を支援しま
す。

福祉課
生きがい・健康づくりに関
する活動
（各町スポーツ大会等）

回 2022 9 14

2．シルバー人材センタ―と
の連携

高齢者の生きがいづくり及び社会の活力維持のため、意欲や
能力に応じた就業ができるよう、シルバー人材センターとの
連携を図ります。

福祉課
シルバー人材センターの会
員数

人 2022 496 500

3．高齢者あんしん見守り
ネットワーク事業の推進

地域の民間企業や団体と見守り協定を結び、安否確認や行方
不明高齢者の早期発見・保護、孤立死や消費者被害の防止
等、地域における高齢者の見守りを推進します。

介護保険課
高齢者あんしん見守りネッ
トワーク協定締結団体数

団体 2022 9 15

３-４-１
安心して
暮らせる
支援の充
実

多面的・多角的なサポートにより、高
齢者が自分らしく過ごすことができる
日常生活の実現をめざします。また、
高齢者が健康を保ち自立した生活を送
るとともに、介護が必要な状態になっ
てもその権利が守られ、適切なサービ
スを受けながら安心して暮らし続けら
れるまちの実現を目指します。

３-４-２
いきいき
と暮らせ
る環境づ
くり

高齢者の豊富な経験と知識・能力を有
効活用した積極的な地域活動等を促進
し、社会的孤立感の解消や自立力の強
化、生きがいづくり、健康の維持を促
します。また、高齢者が住み慣れた地
域で安心して暮らし続けることができ
るよう、地域全体で高齢者を支えるま
ちづくりを行います。

7．認知症高齢者に対する支
援

認知症の人や家族を支える地域づくりの推進のため、認知症
サポーター養成講座の受講を市民・企業・学校等に広く周
知・促進し、幅広い年代のサポーターの養成を推進します。
また、認知症の人や家族、地域住民の交流や相談の場となる
「オレンジかふぇ（認知症カフェ）」がより身近なものとな
るよう、ボランティアや地域団体との連携のもと運営しま
す。
市民後見人の育成など成年後見制度を地域で支える取組や、
高齢者虐待の防止など、権利擁護支援体制整備を推進しま
す。

進行する高齢化
本市の高齢化率は、2025年には37.0%になると見込まれていま
す。特に、2025年には団塊の世代が75歳以上となり、後期高齢
者人口の増加が見込まれます。
増大する高齢者福祉のニーズに対応しつつ、高齢者が住み慣れ
た地域で生涯にわたり健康で安心して暮らしていくことができ
るようなサービス等の提供が期待されています。
介護給付費の状況
介護給付費は、高齢者人口の増減につれて2019年をピークに減
少傾向にあるものの、後期高齢者の増加に伴い、介護給付費の
増加が見込まれます。また、多様化するニーズに対応するため
サービス提供と体制づくりが求められています。
介護保険の安定的な運営や適切なサービスの利用に向け、高齢
者や家族への介護保険制度の周知、介護予防事業の普及啓発を
行う必要があります。
要介護認定の適正な実施のため、県や関係機関と連携し、研修
会の実施等、認定調査員の資質・専門性の向上を図る必要があ
ります。
地域包括ケアシステムの推進
医療・介護（予防）・生活支援サービス等を一体的・継続的に
提供し、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できるように
支援する地域包括ケアシステムを推進するとともに、さらに広
い視点からは、高齢者・障がい者・子どもなどすべての人々が
一人ひとりの暮らしと生きがいをともにつくり、高め合う地域
共生社会の実現を目指すことが求められています。
高齢者の交通
交通機関が少ない本市では、交通弱者に対する交通手段の確保
を図る必要があります。
また、歩道の拡張や段差の解消等、すべての人にとって安全な
道路・交通環境の整備への取組を進める必要があります。

３－４．
高齢者福

祉



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

4．高齢者訪問活動等の促進
ひとり暮らしもしくは高齢者世帯に対する民生委員・児童委
員の定期的訪問や安否確認、生活相談などの活動を促進しま
す。

福祉課
相談・支援件数
（高齢者に関すること）

件 2022 1,528 1,560

1．経済的負担の軽減
医療費の自己負担額の軽減や年金・手当の支給など、経済的
負担の軽減に向けた支援を行います。

福祉課

三豊市は生活しやすい又は
どちらかというと生活しや
すいと思う人の割合（三豊
市障害者計画策定時アン
ケート調査結果）

％ 2020 73.8 80.0

2．住まいの環境整備 快適な日常生活を送るための住宅改修を支援します。 福祉課

〇 3．生活支援サービスの充実
それぞれの能力や適性のもと、自立した日常生活・社会生活
を送るために、地域特性や利用者の状況に応じたサービスの
拡充や相談支援の充実を図ります。

福祉課 移動支援事業の利用率 ％ 2022 41.4 50.0

4．発達障害支援の充実
三豊市発達障害等支援連携会議を中心に、関係機関との連携
による相互協力のもと、継続的な発達障害支援を行います。

福祉課 相談会への参加者数 人 2022 46 50

5．就労の促進
障がいを持つ人が地域・社会で自立した暮らしができるよ
う、障がい者の特性やニーズに応じた就労支援を行います。

福祉課
就労支援サービス利用者数
（月間）

人 2022 157 160

6．障がい者優先調達の推進
障がいを持つ人の就労による社会参画と経済的な自立に向
け、障がい者就労支援施設からの物品やサービスの優先的か
つ積極的な調達を行います。

福祉課
障がい者就労施設等からの
物品等の調達及び役務の委
託金額

千円 2022 11,172 11,452

7．地域との交流
地域との親睦を深めるとともに、社会生活への参画意欲と適
応力を高めるため、交流会やデイケアを実施します。

福祉課
市障がい者スポーツ大会へ
の参加者数

人 2019 120 150

1．自立に向けた支援体制の
強化

地域や関係機関との連携強化、相談体制の充実により、要支
援者を早期に発見し、困窮の程度に応じて包括的な相談対応
や自立に向けたプランの作成・支援を行います。

福祉課 生活困窮に関する相談 件 2022 117 120

2．安定的な暮らしの提供

経済的理由により、住居を失ったまたはそのおそれがある人
に対して住居確保給付金の支給や住居の提供を行います。
また、居宅での養護が困難な高齢者を養護老人ホームに入所
させる等の適正な措置を行います。

福祉課

3．扶助費の適正化
健康診査等の受診勧奨やレセプト点検、頻回・重複受診の分
析の強化により必要な指導を行い、医療扶助の適正化・削減
を図ります。

福祉課 健康診査の受診率 ％ 2022 7.0 20.0

生活困窮者への包括的な支援を行い、
誰もが安定的で健康的な暮らしを送る
ことができるまちをめざします。

３-６-１
自立に向
けた生活
支援

貧困の連鎖を防ぐための支援強化
生活困窮者への支援は、生活保護による経済的支援をはじめ、
様々な支援がなされてきました。最近では困窮世帯の抱える課
題が多岐にわたり、複数の課題を抱える相談者が増加していま
す。
生活困窮世帯の子どもは、ソーシャルスキルや生活面の課題を
抱えている場合が多く、親の養育に関する問題が大きくかか
わっています。
今後は、困窮に至る問題が深刻になる前の相談支援の体制を強
化していくことが重要です。

暮らしにおける様々な支援を通して、
障がい者が地域社会の一員として自立
し、いきいきと暮らせるまちづくりを
行います。また、一人ひとりが特性や
状況に応じた働き方を選択し、生きが
いが得られることをめざします。

３－６．
生活困窮
者支援

３－５．
障がい者
福祉

地域生活を支える支援の充実
障がいのある人が地域内で自立した生活を送るためには、本人
の心身の状態や介助者それぞれに合わせた支援が必要です。相
談支援事業所数の不足が問題視されていますが、2017年度には1
箇所増加しています。
今後も相談支援事業所や障がい者相談支援専門員との連携を強
化し、地域全体における相談支援事業の充実や地域生活支援事
業を拡充させる必要があります。
精神疾患への理解不足
精神疾患への知識・理解不足により、相談をためらい、福祉的
な支援や治療を受けるに至らないケースが多くあります。
早期の対応ができるよう、精神疾患に関する知識の普及啓発を
図るとともに、精神科への通院が容易になるよう、自立支援医
療についてもより広く普及しなければなりません。
障がい者の権利擁護
障がい者の自立を阻害する一因である、障がい者の権利を侵害
する事例が生活の様々な場面で起こっています。
その対策として、障がい者への差別解消や虐待防止に向けた取
組みや、権利擁護に関する正しい知識・理解を広めていくこと
が求められています。

３-５-１
安心して
暮らせる
支援の充
実



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．地域に必要な医療の確保
みとよ市民病院は、市内に小児科が不足しているため、小児
科の診療を充実します。また、一般の救急患者の受入れが円
滑に行えるよう、救急医療体制の充実を図ります。

みとよ市民病院
みとよ市民病院における週
あたりの小児科の診療日数

日 2023 4 5

2．離島・過疎地域への医療
の提供

近隣に医療機関がない中山間地域や離島へ継続的に医療を提
供するため、みとよ市民病院から医師派遣を行うとともに、
三豊・観音寺市内の医療機関やへき地医療支援センターと連
携を図り、医師の確保に努めます。また、離島の診療所は老
朽化しており、必要に応じた修繕や医療用機器の更新を行い
ます。

健康課・みとよ市
民病院

粟島診療所の診療日数 日 2022 100 100

〇 3．市立病院の安定的な運営

みとよ市民病院は、香川県による医師確保対策事業等を活用
し、医師の確保に積極的に取り組みます。
みとよ市民病院と西香川病院は、回復期病床や精神病床を有
していることから、西部圏域の医療機関や介護サービス事業
者との連携を強化し、患者の入退院を円滑に管理すること
で、病床を効率的に運用します。

健康課・みとよ市
民病院

みとよ市民病院の病床利用
率

% 2022 72.7 80.0

4．市立病院の整備

西香川病院は、建築後40年以上経過して建物や設備の老朽化
が課題となっています。入院患者や外来診療に配慮しつつ、
必要な修繕を行い、建物の長寿命化を図ります。
みとよ市民病院は、旧永康病院の解体についての検討を行い
ます。

健康課・みとよ市
民病院

1．医療費の適正化に向けた
取り組み

糖尿病や慢性腎臓病等の重症化を防ぐことで、新規人工透析
患者を抑制し、高額な医療費の発生を防ぎます。

健康課

国民健康保険被保険者の
糖尿病未受診者及び治療中
断者が受診勧奨により受診
に結び付いた割合

％ 2022 64.2 70.0

2．介護保険事業の健全化

介護保険の関係事業者・団体との連携を強化し、居宅サービ
ス・地域密着型サービス・施設サービスの基盤整備を図り、
質の高い、充実したサービスの提供に努めるとともに、介護
予防及び居宅介護を重視した介護保険制度の健全な経営と円
滑な運営を図るため、増加を続ける介護給付費の適正化等を
積極的に推進します。

介護保険課

3．国民年金制度の啓発
国民年金制度における適正な事務処理を行うとともに、正し
い理解の浸透と加入促進に向けて、制度についての広報・啓
発活動や相談業務を強化します。

市民課

本市の医療機関の現状
本市には、70の病院、診療所（歯科を含む）がありますが、中
山間地域や離島など無医地区も存在し、財田町や粟島、志々島
の離島には公立の診療所を設け地域住民への医療を提供してい
ます。
また、市内には小児科が不足しているため、みとよ市民病院に
小児科を設置し、地域において必要な小児医療の提供を行って
います。
みとよ市民病院は旧三豊保健医療圏の中核病院・救急指定病
院、西香川病院は認知症疾患医療センターの指定を受け、それ
ぞれ異なる運営形態ながら、地域医療の拠点となっています。
2021年度における香川県の医療施設データによると、市内医療
機関における医師数は111人で、人口10万人当たりに換算すると
179.4人となり、県平均の381.5人を大きく下回っていることか
ら、医師不足の解消が大きな課題となっています。
地域医療の確保
超高齢社会を迎える中で、多様化・高度化する医療や介護等に
おける市民ニーズに的確に対応し、安心、信頼できる地域医療
を提供するため、より効率的な医療機関の機能分化、連携が求
められています。

地域において、安心して必要な医療
サービスが受けられるよう、公的医療
機関の充実を図ります。また、第８次
香川県保健医療計画、香川県地域医療
構想を踏まえ、機能分化と連携促進に
よる地域医療体制の確立を図ります。

３-７-１
地域医療
の充実と
安定経営
の実践

各種社会保障制度の正しい理解の浸透
に努めるとともに、適正な運営に努
め、暮らしに安定と安心をもたらす
セーフティネットを確立します。

３－７．
医療

３－８．
社会保障

３-８-１
社会保障
制度の適
正運営

国民健康保険の状況
人口減少とともに被保険者数も減少する中、65歳以上の被保険
者は年々増えており、2022年度の全体に占める割合は約56％と
高齢化が進んでいます。
また、一人あたりの保険給付費は、医療の高度化・被保険者の
高齢化などから毎年増加傾向にあり、国保財政は厳しい状況に
あります。今後もこの傾向が続くとみられます。
安定的で健全な運営のため、被保険者の健康維持を促進すると
ともに、保険給付及び保険税の賦課・徴収の適正化に努める必
要があります。
介護保険の状況
高齢者人口が減少する一方、要介護認定率も減少しています。
しかし、後期高齢者の人口が増えることから、将来的には要介
護認定率や介護給付費の増加が見込まれます。
この状況に対応するため、介護サービスの提供体制を整え、同
時に低所得者の負担軽減賦課を考慮した賦課・徴収に努める必
要があります。
後期高齢者医療制度、国民年金
75歳以上のすべての高齢者が加入する後期高齢者医療制度は、
香川県後期高齢者医療広域連合が保険者となっており、保険料
の徴収事務や各種申請、被保険者証の引渡し等の窓口事務を市
が行っています。
今後とも市民への制度の周知や高騰する医療費の抑制を図るた
めの取組みが必要です。
国民年金においては、少子高齢化に伴い財源の確保が大きな課
題となっていますが、高齢者の生活の支えとなる重要な制度で
あることから、今後とも正しい理解の浸透に努める必要があり
ます。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

〇
1．自主防災組織の結成促進
と支援

大規模災害の発生時には、公助による救助・救急活動は限定
されるため、地域における自主防災組織の必要性を啓発する
ことで結成を促進し、訓練や研修を通して実働可能な組織と
して育成し、地域の安全・安心をつくります。

危機管理課 自主防災組織率 ％ 2022 78.1 100

2．防災力を高める活動の推
進

災害に対する当事者意識の醸成により、地域全体で防災に取
り組むため、防災訓練を実施します。さらに、市民の防災へ
の関心や知識の向上をめざし、ハザードマップ※ の配布、
防災講座の開催など防災に対する啓発活動を行います。

危機管理課 自主防災組織率 ％ 2022 78.1 100

3．避難行動要支援者登録制
度の推進

災害発生時に支援を必要とする人を地域支援者や自治会、民
生委員・児童委員などが地域社会全体の共助により避難誘導
等ができるよう支援体制を整備します。

福祉課 避難行動要支援者登録者率 ％ 2022 22.6 27.0

1．災害に強い施設整備

「三豊市国土強靱化地域計画」に基づき、災害リスクや地域
の状況に応じた脆弱性への対応策として、施設の耐震化の促
進や施設の老朽化対策を進めます。ため池などの農業用施設
は、安全性の確保と災害の未然防止に向け、ハザードマップ
の作成を進めます。

土地改良課
危機管理課

ハザードマップの作成箇所
数

箇所 2022 52 62

2．非常用物資の備蓄
巨大地震等の大規模災害に備え、避難時に必要な物資（食
料・水・生活必需品等）を備蓄するとともに、防災用施設及
び機材を計画的に整備します。

危機管理課
備蓄計画に基づく備蓄品整
備率

％ 2022 100
100

（現状維
持）

〇 3．未耐震住宅への支援
旧耐震基準かつ耐震性の低い住宅について、耐震対策への支
援を行います。

建築住宅課 市内住宅の耐震化率 ％ 2022 84.6 91.0

4．災害からの復旧
災害時におけるインフラの迅速な復旧に努めるとともに、被
災住宅、農地・農業用施設、公園などの復旧に向けた支援を
行います。

都市整備課・建設
港湾課・建築住宅
課・農林水産課・

土地改良課

三豊市地域防災計画に基づ
く、被災施設の迅速な復旧
【定性評価】

－ － － －

1．消防団の組織力の強化
地域の重要な防災力となる消防団の活動支援と団員確保に努
めるとともに、訓練等の実施により消防技術の向上に努めま
す。

危機管理課 消防団員の充足率 ％ 2022 97.2 100

2．消防施設の充実
消防力の維持に向け、耐用年数を超過した、あるいは環境整
備が不十分な消防屯所及び車庫、年数を経過した消防車両の
緊急的な整備を行います。

危機管理課 未整備消防屯所等の整備率 ％ 2022 69.2 91.8

3．消防署との連携強化
消防署と消防団は、消防活動における両輪であるため、相互
連携により、消防体制及び救急体制の強化に努めます。

危機管理課
年間合同訓練実施回数（市
主催訓練参加を含む）

回 2022 1 4

災害発生時において、しっかりと人命
を守ることができる環境を整備し、被
害を最小限にとどめられるまちづくり
をめざします。

４-１-２
災害への
備えと対
応

４-１-１
地域防災
力の増強

南海トラフ巨大地震の発生予想
政府によると、南海トラフ巨大地震が今後30年以内に発生する
確率は、70～80％と予想されています。
県内では、震度５強～７の揺れとなり、海岸線の液状化、急傾
斜地の崩壊、耐震性の低い家屋の倒壊、ライフラインの断絶な
ど、市民生活に大きな影響を与え、最大規模の地震となった場
合には、6,000人を超える死者や20万人近くの避難者が出ると想
定されています。
ゲリラ豪雨等への対処
局地的・集中的なゲリラ豪雨や、長雨などによる土砂災害、河
川の氾濫などが近年全国で多発しています。
これらの災害にも対応できる準備や体制づくりが急務となって
います。
防災を支える地域の力
防災の基本は「自助」です。しかし、自分でできることには限
界があり、また、地域には避難等に支えが必要な要援護者もい
ます。
消防団や自主防災組織は、地域防災の要であり、過去の大規模
災害発生時には、自己の組織力を駆使して活躍をみせていま
す。
今後も、非常時に地域を支える柱の一つとして、地域組織によ
る防災力の強化が求められています。
市内住宅の耐震化の遅れ
2018年度の住宅・土地統計調査によると、市内の住宅約22,860
戸のうち、耐震性を有する住宅は約19,300戸（令和2年国土交通
省推計）で、耐震化率は84.6％となっており、香川県耐震改修
促進計画（第3次計画）によると、2024年度末の住宅の耐震化率
目標が91%とされており、耐震化への対応が急がれます。

地域を最もよく知る市民は、非常時に
は迅速かつ的確な初動体制が可能とな
ることから、市民の防災意識と防災力
を高め、自分や家族だけではなく、地
域の方々と助け合えるよう防災におけ
る自助・共助機能を備えたまちをつく
ります。

４-１-３
消防体制
の充実

４－１．
防災・消
防

消防施設の計画的な整備や消防団の組
織力の強化により、地域の消防力を向
上させ、非常時における消防・防災体
制が整ったまちをつくります。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．市道及び橋梁の整備と維
持管理

交通の安全性と利便性の確保に向けて、地域の状況を踏ま
え、幹線道路の整備と狭小道路の改良等を行うとともに、老
朽化した橋梁の安全性を保つため、長期的かつ計画的に整備
を進めます。

建設港湾課

橋梁の点検実施割合（全体
667橋を道路法に基づき5年
計画で100％を目標値として
点検を実施する）

％ 2022 72.6 100

2．市管理河川の維持管理
高い治水・利水機能を維持するため、河川及び関連施設の適
正な管理・整備を行います。 建設港湾課

3．計画的な公園管理
安全に公園を利用できるよう、施設や遊具の点検を行い、計
画的な整備及び維持管理に努めます。

都市整備課 遊具の点検実施率 ％ 2022 100 100

4. 市営墓地の適正な維持管
理

市内の墓地の状況や市民ニーズを勘案し、市営墓地の利用促
進と適正な維持管理に努めます。

環境衛生課
市営墓地の墓所用地の提供
率

％ 2022 61.9 67.0

5. 火葬場の運営管理 北部・南部火葬場の適正な運営及び維持管理を行います。 環境衛生課
北部・南部火葬場施設稼働
可能日数

日 2022 各341 各341

1．コミュニティバスの適正
運行

コミュニティバスと他の公共交通、またコミュニティバス相
互の乗り継ぎに配慮したダイヤ設定に努め、よりスムーズな
移動環境を整備する。また、主要施設の移転や新設、利用状
況や住民ニーズを踏まえて、運行ルート・バス停位置、ダイ
ヤ等を適宜見直し、地域の実態に応じた路線の再編を検討す
ることで、利便性向上に繋げ利用促進を図ります。

地域戦略課
コミュニティバスの利用人
数

人 2022 230,700 303,700

〇
2．誰もが安心して利用でき
る移動手段の確保

多極分散型のまちづくりの中で、誰もが安心して生活が送れ
るように、鉄道、汽船、バスといった公共交通により地域の
拠点が繋がる、公共交通ネットワークの構築を目指すととも
に、公共交通空白地域や移動困難者が抱えるラストワンマイ
ルなどの課題について移動手段の確保と対応を検討します。

地域戦略課

公共交通の利用延べ人数
（グリーンスローモビリ
ティ）
エリア内の公共交通の利用
割合（乗合タクシー）

人
％

- -
4,300
20

1．市営住宅の整備
市営住宅居住者の安全性・快適性を考慮した住環境整備に向
け、集約等を含む計画的な建替えまたは大規模な修繕や機能
改善を実施します。

建築住宅課 市営住宅管理戸数 戸 2023 560 541

2．空家の現状把握と管理促
進

市内空家の適正管理に向け、定期的な調査による現状把握を
行い、所有者への助言、指導及び意識啓発等を行います。

建築住宅課 老朽危険空家率 ％ 2022 15.0 11.8

3．老朽危険空家の撤去支援
老朽化し、倒壊のおそれがある空家について、所有者等によ
る自主的な撤去を促進するために、相談対応や撤去の支援を
行います。

建築住宅課 老朽危険空家率 ％ 2022 15.0 11.8

4．空家の利活用
空き家の利活用に向け、空き家バンク制度の運営とバンク登
録物件購入の際のリフォーム支援を行います。

建築住宅課 空き家バンク年間登録件数 件 2022 49 60

４-２-３
住環境の
整備と空
き家対策

居住環境の整備・支援により、市民が
快適で安心して生活できるまちをつく
ります。また、人口減少による空家問
題に対し、定期的に調査を行い現状を
把握するとともに、空家の状態によ
り、除却や利活用の支援を行うことで
課題解決をめざします。

４-２-１
社会イン
フラの整
備と適正
管理

道路・河川・橋梁・公園などの社会イ
ンフラの整備を行い、安全性や利便性
を備えたまちをつくります。また、市
内の墓地の状況や市民ニーズを勘案
し、墓地・斎場の適正な維持管理に努
めます。

４－２．
生活

社会インフラ（道路・河川・橋梁）の適正管理と長寿命化
三豊市内の社会インフラの状況は、市道が2,545路線、総延長
1,086キロメートルあり、河川については、準用河川が48キロ
メートル、普通河川が89キロメートルあります。また、橋梁に
ついては667箇所あり、耐用年数を超えた橋梁は少ないものの、
築30年を経過したものが9割を超えてきており、これらの機能を
適正に維持するため、長寿命化によるコスト縮減を図りなが
ら、計画的に整備・更新していく必要があります。
危険空家の増加
人口減少の進行により、市内の空家は増加傾向にあります。
空家は、防災・防犯・衛生・景観などの機能の低下につながる
おそれがあり、周辺住民の生活環境に影響を及ぼしかねませ
ん。
また、2021年に実施した本市の空家等実態調査によると、市内
にある空家のうち倒壊のおそれのある家屋が312件となってお
り、早急な対応により危険を回避することが必要です。
市営住宅の老朽化
市営住宅のうち耐用年限を迎えている住宅が231戸あり、全体の
４割近くを占めています。
大規模災害から入居者の生命と財産を守るための取組みが必要
です。
交通手段の確保・支援
交通手段を持っていない学生や運転免許証返納者などの移動手
段の確保は、地域の生活を守る上で不可欠なものとなっていま
す。その役割は重要であるものの、既存の公共交通だけでは十
分にどこへでも移動できるとは言い難く、それぞれの生活の
ニーズに応じた交通ネットワークの形成を図ることが必要とな
ります。
バリアフリーへの対応
人口構造が変化する中、高齢者や障がい者はもとより、子育て
世代をはじめとするすべての市民に対してやさしく、安心して
快適に暮らせる生活環境の整備は、まちづくりを進める上で不
可欠です。
また、それぞれの人が抱える困難や不自由さを理解し、お互い
が支え合う「心のバリアフリー化」の推進も必要です。

市民の日常生活における移動手段の確
保や利便性の向上により、人が地域内
外を自由に行き来できるまちをつくり
ます。

４-２-２
交通の利
便性向上



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

４-２-４
計画的な
土地利用
とエリア
マネジメ
ント

市全体をとらえたグランドデザインに
基づき、総合的な土地利用を推進し、
豊かな自然環境と市民生活、産業活動
が調和した魅力あるまちづくりを行い
ます。

〇
1．本庁舎及び詫間庁舎周辺
の市街地エリアの開発

行政・文教機能が集積するJR高瀬駅から国道11号までの本庁
舎周辺エリアは、官民連携や整備手法等の検討を行い、都市
機能を集約するなど、更なる利便性向上に向けた計画的なエ
リアマネジメントを進めます。
詫間庁舎周辺エリアは、複数の施設に分散する機能を集約・
複合化した市民センター詫間（仮称）を建設するほか、造船
所跡地は多様な利活用を想定した多目的広場を整備します。

都市整備課
「住みやすい」と感じる市
民の割合

％ 2023 76.0 80.0

1．域外交流の促進等による
地域振興

芸術家村の開催や芸術祭の受入により招聘作家や来場者との
交流を図るほか、地域おこし協力隊制度を活用し地域資源の
情報発信で誘客を行います。

産業政策課 ワークショップの開催数 件 2022 ー 2

2．離島航路の確保
離島住民の渡航手段の確保のため、航路事業者への支援を行
います。

地域戦略課 離島航路旅客運送人数 人 2022 83,600 118,600

1．移動の連続性の確保
移動の連続性の確保に向け、駅、道路、公共施設等の一体
的・計画的なバリアフリー化を促進します。

福祉課、地域戦略
課、建設港湾課

住んでいる地域が高齢者や
障がい者にも暮らしやすい
地域だと思う人の割合
【総合計画アンケート】

% 2023 34.9 50.0

2．公共施設等のバリアフ
リー化

高齢者や障がい者、子育て世帯など幅広い市民が利用する公
共施設や、災害時の避難所等として利用される学校施設など
のバリアフリー化を進めます。

福祉課、建築住宅
課、教育総務課

バリアフリー化を行った学
校施設数

校 2022 4 6

3．心のバリアフリー化の推
進

様々な心身の特性や考え方を持つ人々が、お互いの個性を認
め、理解し合い、支え合えるよう、心のバリアフリー化に向
けた啓発等を行います。

福祉課

差別や嫌な思いをすること
がない人の割合【三豊市障
害福祉に関するアンケート
調査】

% 2020 54 60

交通環境や公共施設等のバリアフリー
化、心のバリアフリー化を進め、誰も
が安心して自分らしく暮らすことがで
きるまちをつくります。

４-２-５
離島地域
の振興

主に離島地域に係る域外との交流や航
路の確保等を図ることで、地域の振興
を目指します。

４-２-６
バリアフ
リー化の
推進



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．公害防止対策の推進
水質・大気・悪臭等の継続的な調査を実施します。また、市
内事業所から発生する公害については、関係機関と連携して
適切な指導に努めます。

環境衛生課 公害関係登録事業所数 事業所 2022 103 130

2．犬・猫の適正な飼養・管
理

犬・猫の適正な飼養に関する啓発活動を行うと同時に、関係
機関と連携して野犬等による事故防止を図ります。特に犬を
飼育する場合、狂犬病の発生とまん延を未然に防止し、撲滅
するため、狂犬病の危険性を十分に周知し、飼い犬の登録と
年１回の予防注射の徹底を促します。

環境衛生課 狂犬病予防注射接種率 ％ 2022 69.8 80.0

3．環境保全型農業の促進
地球温暖化の防止や生物多様性の保全に効果の高い営農活動
に対し、普及促進と支援を行います。

農林水産課
環境保全型農業の取組組織
数（年度末時点）

組織 2022 2 3

〇
1．カーボンニュートラルの
促進

クリーンエネルギーの利活用により、温室効果ガスの削減を
図るとともに、適正な森林整備や海洋生態系の保護による、
グリーンカーボンやブルーカーボンの拡大に向けたCo2吸収
源対策に取り組みます。加えて、住宅用太陽光発電システ
ム、蓄電システム、ＨＥＭＳ及びＺＥＨの補助事業を含め、
様々な情報発信等を行い、市民・事業者の脱炭素意識の醸成
を図り、カーボンニュートラルの実現を促進します。

環境衛生課
市全体からの温室効果ガス
排出量

千ｔ-
Co2

2020
695

(暫定値)
570

2．国内初のごみ資源化施設
のPR

燃やせるごみを燃やさず資源化し、県内トップのリサイクル
率達成に貢献している「バイオマス資源化センターみとよ」
を市内外にPRすることで環境にやさしいまちづくりの意識を
高め、ごみ量を減少させながらリサイクル率を維持してい
く。

環境衛生課 リサイクル率 ％ 2022 64.9 65.0

1．ごみの適正処理と３Ｒ運
動の促進

家庭ごみの18分別の徹底をはじめ、使用済み小型家電、イン
クカートリッジの回収、市民団体による資源回収の支援など
により、ごみの適正処理と、市民・事業者の自主的な３Ｒ運
動※44の促進に努めます。

環境衛生課 リサイクル率 ％ 2022 64.9 65.0

2．し尿・浄化槽汚泥処理体
制の充実

中讃広域行政事務組合の瀬戸グリーンセンター及びかがわコ
ンポスト事業所へし尿・浄化槽汚泥の処理委託を行い、効率
的な処理に努めます。

環境衛生課 コンポスト肥料販売率 ％ 2022 100 100

3．地区衛生活動の支援
市民自らの積極的な環境保全活動への参加をめざし、地区衛
生組織（自治会）を中心とする、ごみの減量・分別収集・河
川一斉清掃等の活動を支援します。

環境衛生課 家庭系一般廃棄物排出量 ｔ 2022 9,690 8,800

4．ごみの不法投棄対策の推
進

ごみの不法投棄の未然防止及び適正処理に向け、広報・啓発
活動を実施するとともに、市民との連携による監視体制を強
化します。

環境衛生課 不法投棄監視に伴う回収量 ｔ 2022 6.41 5.50

5．浄化槽の普及促進と維持
管理

生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化
槽の設置工事費の一部を助成します。また、関係団体等と連
携して啓発活動を行い、浄化槽の清掃・点検による適正な維
持管理を推進するため、維持管理費の一部を助成します。

環境衛生課 浄化槽整備人口普及率 ％ 2022 62.0 65.0

6．集落排水施設等の利用促
進

農業・漁業集落排水施設等の適正管理に努めるとともに、集
落排水未接続者の接続を促し、施設の有効利用を図ります。

環境衛生課
農業・漁業集落排水施設接
続率

％ 2022 76.1 80.0

４-３-３
ごみ・し
尿・生活
排水の適
正処理

「ごみはすべて資源である」という理
念のもと、市民や事業者の意識の高揚
を図りながら、３Ｒ運動※ を促進
し、環境負荷の少ない循環型社会の形
成をめざします。河川・海域等の水質
保全と美しく快適な生活環境づくりに
向け、浄化槽の普及促進及び集落排水
施設等の利用促進に努めます。

４－３．
環境・衛
生

温室効果ガスの排出抑制
　我が国は、地球温暖化対策計画において、2030年度に2013年
度比で46％の温室効果ガスの削減をめざしています。
　本市では、公共施設等については「三豊市地球温暖化対策実
行計画事務事業編」、なお、市民・事業者・行政の連携・協働
による取り組みについては「同計画区域施策編」を策定してい
ます。
　今後は、両計画に基づき、市民・事業者の地球温暖化対策の
意識醸成を図り、目標の達成に向けて推進していきます。

４-３-１
環境・景
観の保全

本市が誇る豊かな自然環境を保全し、
人と自然が共生するまち「環境都市み
とよ」をつくります。

４-３-２
グリーン
社会の実
現

市民とともにクリーンエネルギーの活
用や資源の再利用を積極的に進め、環
境にやさしいまちをつくります。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．移住・定住に関する情報
発信

専用ポータルサイト※ を利用して、住まい・仕事・生活な
どの移住に関するあらゆる情報を発信するとともに、子育て
世帯や都市圏からの移住希望者など、ターゲットを絞った情
報提供を行います。また、都市部で開催される移住フェア等
で本市のシティプロモーションを行います。

地域戦略課 社会増減数 人 2022 △130 0

〇 2．関係人口創出・拡大

本市の特長をPRする情報発信等で三豊市の認知度を高め、三
豊市と関わりたいという思いを持つ人を増やすとともに、本
市での交流を通じて移住・定住希望を持ってもらえるよう関
係人口の創出・拡大を図るとともに、三豊市の地元産品の購
入やふるさと納税など、市内経済への還流を目指します。

地域戦略課 社会増減数 人 2022 △130 0

〇 3．移住促進・移住後の支援

移住者からの相談を一元的に受ける窓口体制を整えるととも
に、移住者の相互交流の場を提供することで、移住生活を
フォローします。また、香川県移住・定住推進協議会での県
や他市町との相互協力や都市部の移住相談員との連携によ
り、移住希望者への相談体制を強化し、移住促進を図りま
す。その他、高校生等の若年層やUターン層への働きかけや
支援を行うとともに、移住希望者のニーズをふまえた支援に
取り組みます。

地域戦略課 社会増減数 人 2022 △130 0

1．交通安全施設の設置
交通事故発生のおそれがある箇所へのカーブミラー、ガード
レール等の適正な設置及び修繕により、さらなる安全の確保
に努めます。

建設港湾課・総務
課

交通事故発生件数（人身事
故）

件 2022 81 70

2．交通安全意識の啓発
三豊警察署や各関係団体と連携し、市民を対象とした交通安
全教室やキャンペーンを実施し、交通安全意識の啓発に努め
ます。

総務課

3．運転免許証自主返納者へ
の支援

交通事故の減少を図るため高齢ドライバーの運転免許証の自
主返納を支援するため福祉タクシー券を交付します。

福祉課
運転免許証自主返納交付者
数

人 2022 375 425

4．交通指導員の確保と育成
児童・生徒の登下校時の保護や誘導活動、交通安全教室や集
会等での指導など、地域内の交通安全活動を推進する交通指
導員の確保と育成に努めます。

総務課

5．通学路の安全確保
児童・生徒が安全に通学できるよう、通学路における交通の
危険箇所を抽出し、関係機関との連携により、安全確保を図
ります。

総務課・建設港湾
課・学校教育課

４－５．
安全・安
心

４-５-１
交通安全
対策の推
進

市民が交通事故などの被害者・加害者
とならないよう、安全なまちづくりを
進めるとともに、交通安全への高い意
識が広がるまちをめざします。

交通事故の発生状況
本市における2022年中の交通事故発生件数は、81件で、死者２
名、負傷者96名であり、これらを人口や道路延長から分析する
と、交通安全度ランキングとしては、県内17市町のうち、安全
な方から12番目という結果となります。
このうち、高齢者の関係する事故件数については、発生件数32
件、死者２名、負傷者14名であり、高齢者がかかわる交通事故
の比率が高い状況となっています。
犯罪の巧妙化
2022年中の本市の犯罪認知件数については、 231件であり、近
年件数は減少傾向にあります。
しかし、車上あらしや不審者の出没に加え、インターネットや
携帯電話を利用した架空請求などの新たな犯罪の発生や、振り
込め詐欺などの手口の巧妙化が問題となっています。
相次ぐ消費者トラブル
香川県消費生活センター等に寄せられる消費者相談件数は増加
傾向にあり、高齢化に伴って、高齢者を対象とした消費者トラ
ブルの増加も危惧されています。
本市においても、関係機関と連携し、啓発活動や相談窓口の充
実など支援体制を強化していく必要があります。

進行する人口減少と少子高齢化
全国的に人口減少が加速する中、本市においても、人口減少と
人口構造の変化が進んでいます。特に、総人口に占める１５歳
から６４歳の生産年齢人口の割合の減少が目立ちます。また、
子どもの出生数も年々減少しており、ますます少子高齢化が加
速しています。
働き方の多様化と地方への意識
コロナ禍におけるデジタル技術の飛躍的な進歩により、ライフ
スタイルの多様化が一層進み、住む場所や働く場所にとらわれ
ることがなくなったことから、必ずしも転職を前提としない移
住や二拠点生活が可能な土壌が育ちつつあります。
そのような中、生活拠点の一つとして選ばれるための情報発信
や関心を持ってもらうための取組みが必要とされています。
関係人口の創出・拡大
全国的な人口減少が進む中、地域のにぎわいの維持・創出に
は、域外からの継続的かつ積極的なファン、サポーターからの
支援が必要です。三豊市の認知度を高め、地域づくりの担い手
として三豊市を好きになってもらうための機会を設けることが
必要とされています。
市外からの移住・定住後の生活
慣れない土地への移住は不安も大きい上、地域とのかかわり方
や仕事等、今までと違った生活スタイルにとまどう場面も少な
くありません。移住後のフォローやミスマッチの抑制を図る必
要があります。
移住・定住に関する情報発信
誰もが見やすいポータルサイトを目指していますが、幅広い種
類の情報が掲載され、ターゲットを絞っての情報が見られない
状態です。移住・定住に関する情報発信が第一の移住・定住の
足がかりになるよう、明確な情報発信を図る必要があります。

４－４．
移住・定
住

４-４-１
移住・定
住の促進
と支援

本市が持つ魅力を最大限にアピールす
ることで、移住希望者から選ばれ住み
続けたいといわれるまちや三豊のファ
ンやサポーターに選ばれるにぎわいあ
るまちをつくります。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

1．地域における防犯活動の
促進

地域のボランティア、警察、学校等の連携・協力による防犯
教室やキャンペーンの実施など、地域における犯罪・非行の
予防活動を促進します。

総務課 刑法犯認知件数 件 2022 231 200

2．関係団体等による啓発活
動の支援

犯罪の未然防止に向け、保護司や更生保護女性会の会員によ
る広報車等での啓発活動を支援します。

福祉課
社会を明るくする運動期間
中の広報車による啓発活動

回 2022 9 9

3．消費者相談の充実
消費生活相談窓口を設置し、関係機関との連携により、市民
相談に対応します。

産業政策課 消費生活相談窓口利用者数 人 2022 10 10

4．消費者啓発・情報提供の
推進

「三豊市消費者友の会」をはじめとする関係機関との連携
や、ホームページ等の活用により、消費者啓発・情報提供を
行います。

産業政策課 外部セミナーの開催数 回 2022 3 4

自治会加入世帯率 ％ 2023 75.9 75.0

コミュニティ活動における
役務提供者数

人 2022 10,650 20,000

コミュニティ活動における
受益者数

人 2022 38,646 45,000

2．地域課題や行政課題の解
決に向けた外部人材登用

年代を問わず、地域外から三豊へ生活拠点を移し、地域課題
の解決につながる経験を有する人材を地域おこし協力隊制度
等の活用により、積極的に受け入れるほか、専門的な知識や
ノウハウを要する行政課題の解決を図るため、地域活性化起
業人制度等の活用を進めます。

地域戦略課
地域おこし協力隊卒業後の
市内での起業・就職率（制
度利用開始後通算）

％ 2023 66 75

3．多文化共生社会の構築

性別や年齢、国籍の区別なく、ともに働き、ともに学び、と
もに暮らし、それぞれが安定的な生活の中で活躍できる社会
の実現に向け、多様な文化への相互理解を促進するとともに
環境の整備を進めます。

人権課
「外国人のための生活ガイ
ドブック」累積発行部数

冊 2022 477 800

4．夢をかなえる市民への応
援

世界的・全国的に活躍する市民に対し、補助金・激励金の交
付や奨励表彰を行い、さらなる飛躍に向けて応援します。
また、意欲ある学生たちが自らの能力や適性にあった進路を
自由に選択し、夢の実現に専念できるよう奨学金の給付を行
います。修学の意欲を持ちながら、家庭の経済的理由により
修学することが困難な者に対しては奨学金を貸与することに
より、修学を支援します。

秘書課
教育総務課

5．選挙参加の促進
選挙権年齢の引き下げにより、有権者となった若年層を中心
に選挙の仕組み、選挙に参加する意義及び正しい知識の啓発
を行います。

総務課
国政選挙(参議院議員通常選
挙)における県平均投票率と
の差

％ 2022 -1.2 1.0

総務課
地域戦略課
生涯学習課

〇
1．地域と時代に合ったコ
ミュニティ活動の促進

自らの手で公共サービスの一部や地域課題の解決、地域振興
に向けた取り組みを行う組織の活動を広く浸透させ、一人で
も多くの市民の地域活動への参加を促します。自治会活動を
支援するとともに、自治総合センターが行う助成事業の活用
により、活動に必要な備品及び集会所等拠点施設の整備を支
援します。
その際、公民館活動も含めて、地域と時代に合ったコミュニ
ティ活動の在り方を検討していきます。

自治会・地域コミュニティ組織などに
よる地域活動の活性化や、外部人材に
よる地域課題解決に向けた取り組みに
より、市民がまちづくりへの参加意欲
を持ち、自らの知恵と行動で未来への
可能性を切り開くまちを目指します。

地域のつながり
ライフスタイルの多様化が進む現代社会では、地域の枠を越え
て多くのコミュニティが形成されるようになりました。
一方で、地域コミュニティの基礎である自治会組織について
は、2006年に85.6％であった加入率が、2023年には75.9％まで
低下し、地域内における人と人とのつながりは以前と比べて希
薄になっています。
また、少子化や働き方の変化などの影響から、これまで地域で
続いてきた行事の維持が困難な状況になってきています。
有事における自助・共助機能の発揮や文化・伝統の継承、持
続・発展可能な地域づくりのため、地域コミュニティの必要性
を改めて見直し、再構築していくことが求められています。
地域コミュニティ組織の誕生と成長
多様な社会ニーズを背景に、この10年間で地域資源の活用や地
域課題の解決に向けたコミュニティ活動やコミュニティ・ビジ
ネスを行う団体が誕生し、特に若い世代や移住者を中心に、古
民家再生、ゲストハウス、カフェ、自然を生かしたアウトド
ア・ツアーなど活発な活動が広がっています。
また、旧町ごとに設立されたまちづくり推進隊は、そのすべて
がＮＰＯ法人化され、自らの考えのもと、地域を支え、盛り上
げる活動を行っています。
外部人材の活用
人口減少や高齢化が急速に進む中、地域力の維持・拡大を図る
ため、新たな地域づくりの担い手の確保が課題となっていま
す。また、AIやIoTなどのテクノロジーの進化に伴うデジタル化
や、人口減少社会の進展など、社会の変化に伴い新たに生じる
行政課題に対しては、既存の行政の考え方に捉われず、柔軟な
発想や優れた知見を取り入れる必要があります。

５-１-１
多様な人
材による
地域活動

基本方針
①
市民が可
能性を切
り開くま
ちづくり

４-５-２
防犯対策
の充実

関係機関・団体との連携のもと、地域
ぐるみの防犯体制の確立・強化を進
め、犯罪のない安全・安心なまちをつ
くります。関係機関と連携し、消費者
トラブルの防止に向けた啓発や情報提
供、相談体制の充実を図り、安心して
暮らせるまちをつくります。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

５-１-２
共助によ
るサービ
スで暮ら
しを支え
る

生活の土台となるサービスを行政だけで
なく、地域でサービスを提供している事
業者同士が連携することで、人口が減少
する中でも住民が豊かさを感じながら暮
らすことができ、これからも魅力的な
サービスや仕事がたくさんある「住み続
けたいまち」であり続けることを目指し
ます。

〇
1．データ連携基盤を活用し
た共助サービス実装による
WellｰBeingの向上

データ連携基盤を活用し、各サービス事業者、公共データ等
のデータアセット間の情報連携を行い、データを軸にした
様々な分野の共助サービスの創出支援を行っていきます。

地域戦略課
新たな共助サービス創出累
計数

事業 2022 2 40

1．財産の適正管理及び利活
用の推進

市が保有する財産は市民全体の貴重な財産であることから、
適正な維持管理を行うとともに、有効活用を図ります。施設
については、計画的な改修により長寿命化を図ります。
また、公有財産管理審査会を毎月開催し、公共施設の在り方
等について、すべての施設を同一基準で管理します。各部局
間で情報共有することにより公有財産の適正管理に努めま
す。

管財課

公有財産管理審査会への審
議率（審査に諮るべき案件
が適切な時期に提案され審
査できているか）

％ 2022 100 100

〇 2．公共施設の再配置

老朽化により更新時期を迎える公共施設については、同機能
施設への集約化又は他機能施設との複合化を図るとともに、
用途廃止を進める等、身の丈にあった保有量をめざします。
また、目的を終了した公共施設については、積極的に売却を
進めることで、維持管理経費及び解体費用の削減を図りま
す。

管財課
公有財産（建物）の延床面
積

㎡ 2017 395,745 345,155

６-１-２
多様な主
体との連
携

市民の利便性の向上と地域課題の解決を
図るため、地域の課題解決に向けた研究
や教育、社会貢献に取り組む大学・高
専、事業者との連携を進めるほか、外部
専門家の意見を積極的に取り入れます。
また、事業の実施においては、高水準の
サービス提供や行政の負担軽減を図るこ
とができるよう、民間の手法や知見を取
り入れ、質の高い行政運営を図ります。

1．外部知見の活用

市政における政策的課題に対しては、政策アドバイザー制度
を活用し、高度な知識や、経験を有する専門家から助言を得
るとともに、連携協定の枠組みを活用し、地域の課題解決に
向けた研究や教育、社会貢献に取り組む大学・高専、事業者
と協働で地域課題の解決に取り組みます。
また、市民に対する高水準のサービス提供や行政の負担軽減
を図るため、民間委託や民営化の可能性を検討し、質の高い
行政運営を目指します。

地域戦略課・財政
経営課

政策ＡＤ・連携協定の活用
による課題解決件数（累
計）

件 － － 10

1．自主財源の確保と予算管
理

本市の魅力を生かしたふるさと納税の充実や、プロジェクト
達成に向けたクラウドファンディング型ふるさと納税※等の
手法の活用、地域ファンド※の創設など、新たな財源の確保
を検討します。また、計画的な予算編成を行い、適正な管理
と執行に努めます。

財政経営課 ふるさと納税による寄附額 千円 2022 827,765 1,000,000

2．債権管理
市債権の管理の適正化を図ることで、公平な負担及び健全な
行財政運営を進めます。

税務課 税外債権の滞納額 百万円 2022 153.6 149.7

3．安全かつ効率的な公金の
管理運用

「三豊市資金運用基準」に基づき、金融情勢、預入金融機関
の情報収集に努めるとともに、「三豊市公金管理委員会」で
協議・検討し、安全かつ効率的な資金運用を行います。

会計課

4．行革集中改革プランの実
施と進捗管理

三豊市第２次総合計画における重点プロジェクトを実行して
いくために、「三豊市新行政改革大綱」に掲げる「攻め」と
「守り」の行政改革を実現すべく、各部署が個別に掲げた集
中改革プランの着実な実施と進捗管理を行い、無駄のない行
政運営をめざします。

財政経営課

第２次総合計画における重
点プロジェクトに関連する
重点取組みの達成状況の改
善
【基本計画評価報告書よ
り】

点 2023 63 75

1．情報の公開
市民の財産である行政情報を適切に作成・管理し、三豊市情
報公開条例に基づき、知る権利を保障するため、請求に対し
て公開します。

総務課

2．個人情報の保護

個人情報の保護に関する法律及び三豊市情報セキュリティ条
例に基づき、情報システム及び情報ネットワークの適正な管
理・運用による徹底したセキュリティ対策を行い、市民の個
人情報を守ります。

総務課

3．広聴広報活動の充実

広報紙やホームページ、LINE、防災行政無線、ケーブルテレ
ビなどのさまざまなツールを活用し、迅速かつ正確な情報発
信に努めるとともに、市民の声を収集・反映するため、パブ
リック・コメント※ などを実施します。

秘書課
「広報みとよ」を読んでい
る市民の割合
（デジタル媒体を含む）

％ 2023 78.0 88.0

公共施設の老朽化問題
本市は、同一用途の公共施設を複数有しており、今後、これら
の施設は更新時期のピークを迎えます。2017年３月に策定した
公共施設等総合管理計画では、施設の更新をせず、優先順位に
よる再配置を進め、40年後までに、施設数を現在の半分に減ら
す目標を掲げています。
今後は、市の身の丈に合った公共施設の適正な配置と効率的な
管理運営が求められています。
多様化する行政課題への対応
　人口減少をはじめとする急激な社会経済情勢の変化など、複
雑化・多様化する社会において、行政のみでさまざまな行政課
題を解決することは困難な状況となっています。また、市の財
政状況は、今後も社会保障関係費の増大が見込まれる中、より
厳しさを増すことが予想されます。限られた職員数や財源によ
り効率的で質の高い事務事業の実現と、多様化する市民ニーズ
への対応を図りながら、将来にわたって持続可能なまちづくり
を進めていくためには、担い手となり得る多様な主体との連携
による多元的な公共サービスの提供や外部知見の活用が必要と
されています。
安全かつ効率的な公金の管理運用
長期金利上昇の動きは見られるものの、金利を極めて低い水準
に抑える大規模な金融緩和策は維持するとされ、歳計現金や歳
計外基金の運用益の確保が困難な状況になっています。
市民の財産である公金を、金融情勢の変化にも的確に対応しつ
つ安全かつ効率的に運用する必要があります。
積極的な情報公開と文書の適正管理
市政が、市民にわかりやすく、かつ身近に感じられるよう、公
正で透明な運営に努め、市政に対する市民の理解と信頼を深め
ていく必要があります。
また、速やかな情報公開や市民サービスの円滑な提供に資する
ため、公共施設の再配置と連動した文書庫の適正配置を行い、
公文書を管理していく必要があります。
セキュリティ対策と個人情報保護
社会保障・税番号制度の運用や、システムを活用した事務処理
の増加に伴い、サイバー攻撃などに対応した情報ネットワーク
におけるセキュリティ対策が重要となる中、市民の個人情報を
適切かつ確実に保護していく必要があります。
積極的な情報発信の推進
市民と一体となったまちづくりを進めるためには、市民に対し
て行政情報を積極的に提供し、情報を共有することが求められ
ます。
広報紙をはじめ、ホームページやLINE、防災行政無線、ケーブ
ルテレビなどを通じて、今後も、市政運営や市民生活に必要な
情報を提供・発信していく必要があります。
市民ニーズに対応する行政組織と人材育成
市民のライフスタイルや働き方の変化は激しく、また、多様性
も求められる社会でもあり、市民ニーズが高度化・多様化を続
けています。一方で、合併以来減少を続けていた職員数は、令
和2年度から増加に転じていますが、年齢構成の平準化が課題と
なっているほか、65歳までの定年引上げ制度にも対応する必要
があります。市民の最も身近な行政の担い手として、市民の満
足度を高めることができる職員を育成し、適正な行政組織を維
持していくことが欠かせません。

基本方針
②

効率的で
健全な行
財政運営

６-１-３
財源の確
保と適正
執行

人口減少に伴う財源縮小と合併算定替
の縮小段階を踏まえ、市民ニーズや社
会情勢に沿ったまちづくりを進めるた
め、安定的な財源の確保と無駄のない
財務管理に取り組みます。

６-１-４
情報の公
開と管理

情報の管理や公開・発信に努め、市民
の「知る権利」を守りながら行政の説
明責任を全うし、市政運営への市民の
理解を深めます。

６-１-１
行政財産
の適正管
理

公共施設や土地などの市有財産の利活
用によって、事業の効率性を高め、満
足度の高い行政サービスの提供をめざ
します。
また、公共施設数のスリム化により、
公的負担の軽減を図り、持続可能なま
ちをつくります。



後期基本計画素案

政策 現状と課題 施策 まちづくり目標 重点 具体的な取り組み 内容 担当課 指標名 単位
目標値

（2028年
度）

基準値

4．文書館機能の充実
市から引き継いだ公文書を文書館において保管するととも
に、行政刊行物など様々な種類の資料を収集し、企画展や講
座等により利用の促進に取り組みます。

総務課
(文書館)

文書館入館者数 人 2022 855 1,150

1．職員の労働環境整備とエ
ンゲージメントの向上

職員の経験・能力を十分に発揮できるような人員配置を行う
とともに、職員が前向きに業務に取り組めるよう、適正な評
価を行い、エンゲージメント（職場への愛着や業務への情熱
の度合い）の高い組織を目指します。

人事課
エンゲージメント指数
（自己申告書：仕事に対す
る「やりがい」）

％ 2022 45 60

2．デジタル人材をはじめと
する職員育成

社会全体に対するデジタル化の要請や情報通信技術（ＩＣ
Ｔ）を取り巻く様々な環境変化に伴う市民ニーズに的確に対
応していくため、本市におけるデジタル人材を育成します。

人事課・総務課
（デジタル推進

室）

3．事業の進捗管理と見直し
より効果的かつ効率的な事業展開に向けて、事務事業評価の
実施により、事業計画の進捗と成果を把握するとともに、業
務の見直しを行います。

地域戦略課
第2次総合計画における施策
の達成度（全体評価）

点 2023 69.7 80.0

〇
1．デジタル・ガバメント
(電子自治体)の推進

デジタル庁が作成した「デジタル・ガバメント推進標準ガイ
ドライン実践ハンドブック」を参考に、デジタル技術を活用
して「市民向けサービスの利便性の向上」及び「行政運営の
効率化」を段階的に実現し、デジタル・ガバメント（電子自
治体）を推進する。

総務課

市のデジタル化政策に対し
て満足している市民の割合
（総合計画アンケートで新
規設定）

％ - - 50

2．戸籍・住民基本台帳事務
の実施

戸籍に関する届出の正確な受理・審査、住民異動に伴う住民
記録の管理、印鑑登録管理等を行います。

市民課 マイナンバーカード保有率 ％
2023.8.

31
73.4 90.0

６-１-６
事務・
サービス
のデジタ
ル化

行政組織としての環境整備や能力向
上、効率性を追求した事業展開によ
り、高水準の行政サービス提供の実現
をめざします。

６-１-５
行政運営
と組織力
の強化

行政が担うべきサービスを正確かつ効
率的に提供し、安定的な市民生活の実
現をめざします。


